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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2014年９月 2015年９月 2016年９月 2017年９月 2018年９月

売上高 (千円) 3,391,602 3,072,303 3,200,472 3,308,250 2,466,245

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 53,172 △1,897 △385,160 △272,223 △426,831

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純
損失(△)

(千円) 20,990 △130,374 △458,980 △316,318 △511,135

包括利益 (千円) 20,990 △130,471 △515,736 △312,364 △509,619

純資産額 (千円) 1,585,260 1,503,976 998,071 681,713 949,958

総資産額 (千円) 2,029,334 1,894,373 2,248,534 1,682,652 1,996,698

１株当たり純資産額 (円) 362.66 332.83 225.77 154.56 194.96

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
当期純損失(△)

(円) 4.80 △29.83 △105.01 △72.37 △111.76

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) 4.69 － － － －

自己資本比率 (％) 78.1 76.8 43.9 40.1 47.4

自己資本利益率 (％) 1.3 － － － －

株価収益率 (倍) 668.4 － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 114,348 115,223 △335,086 △127,522 △389,648

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △514,736 269,990 △101,851 △213,079 △377,927

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,275 91,750 643,336 △36,863 745,152

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 458,593 935,556 1,141,955 763,303 740,878

従業員数
(人)

120 104 107 111 109
(外書、平均臨時
従業員数) (30) (24) (17) (17) (11)

 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第24期の親会社株主に帰属する当期純損失の大幅な増加は、固定資産に係る多額の減損損失の計上等による

ものであります。

３．第23期から第26期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。

４．第23期から第26期の自己資本利益率、株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため

記載しておりません。

５．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2014年９月 2015年９月 2016年９月 2017年９月 2018年９月

売上高 (千円) 3,347,190 3,155,331 3,299,407 3,093,074 2,268,577

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 1,303 △46,322 △202,451 △88,130 △166,256

当期純損失(△) (千円) △986 △122,215 △146,226 △125,269 △1,029,897

資本金 (千円) 563,900 563,900 563,900 563,900 953,890

発行済株式総数 (株) 4,370,900 4,370,900 4,370,900 4,370,900 4,851,800

純資産額 (千円) 1,523,911 1,401,839 1,248,830 1,130,836 881,407

総資産額 (千円) 2,097,478 1,905,954 2,613,843 2,135,427 1,802,494

１株当たり純資産額 (円) 348.62 320.66 285.06 257.56 180.83

１株当たり配当額
(円)

－ － － － －
(うち１株当たり
中間配当額)

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり
当期純損失(△)

(円) △0.23 △27.96 △33.45 △28.66 △225.20

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 72.6 73.5 47.7 52.7 48.7

自己資本利益率 (％) － － － － －

株価収益率 (倍) － － － － －

配当性向 (％) － － － － －

従業員数
(人)

55 52 53 51 50
(外書、平均臨時
従業員数) (4) (4) (4) (2) (2)

 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第26期の当期純損失の大幅な増加は、固定資産に係る多額の減損損失及び関係会社債権放棄損の計上等によ

るものであります。

３．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

５．自己資本利益率、株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

６．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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２ 【沿革】
 

年月 事項

1994年３月
 

東京都千代田区東神田にキャラクター商品の企画及び著作権、商標権、意匠権の管理(プロパティ
事業)を目的とした、株式会社マッキャナを設立(資本金10百万円)

1997年12月 株式会社ハイジに商号変更

2000年３月 株式会社セプテーニ(注１)への第三者割当増資を実施し、同社のグループ会社(注２)となる

2000年４月 本店を東京都新宿区西新宿に移転

2001年１月 コンテンツ事業を開始

2002年11月 広告事業を開始

2005年９月 株式会社ハイジを存続会社として、株式会社ピュアクリック、株式会社HRIを吸収合併

2005年11月 アクセルマーク株式会社に商号変更

2008年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

2009年４月
 

メディアプランニング事業(広告事業より名称変更)を、新たに設立した100％子会社、株式会社メ
ディアグロウへ会社分割により事業承継

2009年９月 株式会社メディアグロウの全株式を、株式会社セプテーニ・ホールディングスへ売却

2011年10月
 
 
 

当社を存続会社として、エフルート株式会社を吸収合併。(注３)
同社の広告事業及びソーシャルゲーム事業を承継し、同社の子会社である、エフルートレックス
株式会社(注４)及びエフルート・モバイル・テクノロジー株式会社(注５)を連結の範囲に取り込
む。

2012年６月 株式会社インディソフトウェアの株式を取得し、子会社化

2012年８月 株式会社ディー・エヌ・エーと戦略的提携

2012年９月 当社子会社である、エフルートレックス株式会社と株式会社インディソフトウェアが合併(注４)

2013年８月 当社子会社である、アクセルビート株式会社を解散

2013年10月
 

ゲーム事業(ソーシャルゲーム事業より名称変更)を当社子会社であるアクセルゲームスタジオ株
式会社(注６)に集約

2014年４月
 

当社子会社である、アクセルゲームスタジオ株式会社がネイティブアプリ開発を目的とした株式
会社Interrapsを設立

2015年３月
 

当社子会社である、アクセルゲームスタジオ株式会社が同社子会社である株式会社Interrapsを解
散

2015年５月 Game Creator Incubation有限責任事業組合を設立

2016年９月 コンテンツ事業をアサップネットワーク株式会社へ事業譲渡

2017年10月 and Experience事業を開始

2018年３月 KLab株式会社と資本業務提携

2018年６月 当社子会社である、Game Creator Incubation有限責任事業組合を解散
 

(注) １．株式会社セプテーニは、2006年10月１日付で株式会社セプテーニ・ホールディングスに商号変更しておりま

す。

２．2015年11月に同社の保有する当社株式を譲渡したことにより、親会社からその他の関係会社に異動しており

ます。

３．2011年10月１日を効力発生日として、当社を存続会社、エフルート株式会社を消滅会社とし、合併しており

ます。

４．2012年９月30日を効力発生日として、エフルートレックス株式会社を存続会社、株式会社インディソフト

ウェアを消滅会社として合併し、同日付で存続会社であるエフルートレックス株式会社は、株式会社イン

ディソフトウェアに商号変更しております。また、2013年10月１日付で、株式会社インディソフトウェアは

アクセルゲームスタジオ株式会社に商号変更しております。

５．2012年６月４日付で、アクセルビート株式会社に商号変更しております。

６．2018年12月１日を効力発生日として、当社を存続会社、当社子会社であるアクセルゲームスタジオ株式会社

を消滅会社とし、合併しております。
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３ 【事業の内容】

インターネットを通じて、エンターテインメントをより多くの人に、たくさん届けることが当社の使命と捉え、当

社は、『「楽しい」で世界をつなぐ』という経営理念を掲げております。

当社は、この経営理念を体現するべく、事業を推進しております。

　

(1)　セグメント及び事業の概要

当社グループは、当社及び連結子会社２社の計３社で構成され、当連結会計年度はゲーム事業、広告事業、and

Experience事業の３つの報告セグメントでの事業を主として行ってまいりました。

なお、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５ 経理の状況　１ 連結財

務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」をご参照ください。

当社グループの事業セグメント、当該セグメントに係る主な当社グループ各社の位置付け及び事業の概要は以下

のとおりであります。

(2018年９月30日現在)

セグメントの名称 主な当社グループ各社の位置付け 事業の概要

ゲーム事業
アクセルマーク株式会社(当社)

アクセルゲームスタジオ株式会社
・ゲームの企画・開発・運営等

広告事業 アクセルマーク株式会社(当社)
・インターネット広告の企画・

　制作・運営等

and Experience事業 アクセルマーク株式会社(当社) ・体験を軸としたサービスの提供等
 

　

(2)　事業の具体的内容

2018年９月30日現在における事業の具体的内容は以下のとおりであります。

 
① ゲーム事業

App Store、Google Play等のプラットフォームを通じて、一般消費者(以下、「ユーザー」といいます。)に対

し、ゲームを提供しております。ゲームにおける企画・開発・運営、集客、結果分析及びフィードバックをすべ

て自社にて行うオリジナルタイトルに加え、権利保有者やアライアンスパートナーと協業して提供する協業タイ

トルの提供を行っております。

ゲーム内におけるアイテム課金を主な収益としており、適切にユーザーの興味・嗜好を捉えたゲームを提供す

ることによって、収益性を高めております。
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[事業系統図]

 

 

② 広告事業

数多くのモバイル広告媒体(掲載メディア)をネットワーク化の上、広告主に当該ネットワーク内の広告枠を販

売し、手数料を収受する広告ネットワークサービス及び他社サービスを用いた広告運用を行うトレーディングデ

スクを提供しております。

 
[事業系統図]
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③ and Experience事業

特別な体験を通じて、コンテンツやタレント（以下、「権利保有者」といいます。）とファン（以下、「ユー

ザー」といいます。）とのより深い関係の構築する事業として、オンラインくじサービス「くじコレ」、有名人

とのコミュニケーションアプリ「.yell plus」など様々なサービスを提供しております。

　また、ブロックチェーンゲームの普及促進・啓蒙・市場の健全化のための情報メディアを提供しております。

　

[事業系統図] 　
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４ 【関係会社の状況】
(2018年９月30日現在)

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

アクセルゲームスタジオ
株式会社
(注)１、２

東京都中野区 10,000
ゲ ー ム の 企
画・開発・運
営等

(所有)
100.00

事務所の転貸
役員の兼任(２名)
資金の貸付
当社が経営管理に関
する業務を受託
ゲームに係る共同事
業契約

アクセルゲームエンター
テインメント株式会社

東京都中野区 1,000
ゲ ー ム の 企
画・開発・運
営等

(所有)
100.00

役員の兼任(２名)

(その他の関係会社)      

株式会社セプテーニ・
ホールディングス
(注)４、５

東京都新宿区 2,120,484

株式等の保有
を通じた企業
グループの統
括・運営等

(被所有)
21.47

－

 

(注) １．特定子会社であります。

２. 当社は、2018年12月１日付で、当社を存続会社、アクセルゲームスタジオ株式会社を消滅会社とする吸収合

併を行っております。

３．連結子会社であったGame Creator Incubation有限責任事業組合は、2018年９月28日付で清算結了したた

め、連結の範囲から除外しております。

４．株式会社セプテーニ・ホールディングスは、有価証券報告書を提出しております。

５．当社との間に重要な取引関係はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(2018年９月30日現在)

セグメントの名称 従業員数(人)

ゲーム事業 59( 9)

広告事業 18( 0)

and Experience事業 7( 0)

全社(共通) 25( 2)

合計 109(11)
 

(注) １．従業員数は就業人員でありますが、嘱託社員及び契約社員を含んでおりません。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

３．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び複数部門に

跨って開発支援を行う人員数等であります。

 

(2) 提出会社の状況

(2018年９月30日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

50( 2) 31.4 5.0 5,021
 

　

セグメントの名称 従業員数(人)

広告事業 18( 0)

and Experience事業 7( 0)

全社(共通) 25( 2)

合計 50( 2)
 

(注) １．従業員数は就業人員でありますが、嘱託社員及び契約社員を含んでおりません。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

３．全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門及び複数部門に

跨って開発支援を行う人員数等であります。

４．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営理念

誰かに必要とされている、誰かに感謝されている、誰かが見ていてくれている。人々のコミュニケーションが生

まれるとき、そこには楽しいという感情が生まれます。沢山の正の感情が世界中に広がっていけば、我々の社会は

もっと素晴らしいものになるはずです。そんなエンターテインメントを、より多くの人に、たくさん届けることが

当社の使命と捉え、当社は、『「楽しい」で世界をつなぐ』を経営理念に掲げております。

 
(2) 目標とする経営指標

経営理念である、『「楽しい」で世界をつなぐ』を永続的に達成するために、全ての事業において、「成長ス

ピードの追求」「顧客満足の向上」「効率的な事業運営」という３つの観点を常に強化することにより、事業生産

性を最大化することを基本方針としております。それに沿った重要な指標として、ROI(投資対効果)を、重要な経営

指標として捉えております。

　

(3) 中長期的な会社の経営戦略

「結合によるビジネスの創出」を事業戦略に掲げて取り組んでおります。モバイルコンテンツ市場の競争が激化

していく中、当社グループの事業の柱となっているエンターテインメントとマーケティングのリソースを活用し、

社内での事業間連携や、他社とのアライアンス、Ｍ＆Ａなどの、企業価値を高める結合により、独自性の高いビジ

ネスを創り出してまいります。

　

(4) 経営環境

当社グループを取り巻く経営環境としては、国内におけるスマートフォンの普及速度に鈍化傾向がみられ、ス

マートフォン市場は成熟期へと移行しております。市場の成熟期では、より独自性の高いサービスの提供が求めら

れていくものと考えております。

 
(5) 会社の対処すべき課題

当社グループを取り巻く事業環境としては、国内におけるスマートフォンの保有率の増加率が鈍化し、スマート

フォン市場は成熟期へと移行していくものと考えております。このような現況に対し、当社グループが対処すべき

課題は以下のとおりと認識しております。

 
①　収益基盤の強化

当社グループは、『「楽しい」で世界をつなぐ』という経営理念を永続的に達成するため、収益基盤の強化及

び生産性の高い事業体制の構築が重要な経営課題であると認識しております。そのため、ゲーム事業における提

供コンテンツの計数数値の分析とフィードバック、広告事業における広告ネットワークの拡大及び広告主向け

サービスの拡充、and Experience事業における企画営業の強化、複数事業体制による事業間連携、資金・社内リ

ソースの適切な配分、事業の選択と集中による生産性の向上、費用対効果を追求したＰＲ戦略の立案と実行を継

続してまいります。
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②　技術革新への対応

当社グループが展開する事業は、技術革新のスピードや顧客ニーズの変化が速く、それに基づくサービスの導

入が相次いでいる非常に変化の激しい業界に属しております。当社グループは、これらの変化に対応するため、

優秀な技術者の確保、新しい技術の探求や採用等を行い、今後の基盤となり得るブロックチェーン技術等の新技

術の普及状況を捉えた事業展開を推進してまいります。2019年９月期期初より、アクセルゲームスタジオ株式会

社との合併に向けた組織体制の変更を行い、社内のエンジニアを集めた新しい部門を設置し、各事業部門に分散

していたエンジニア同士が緊密な連携を行い、横断的に取り組む体制への整備を行っております。

③　人材の確保と育成

品質の高いサービスを提供し続けるために、当社グループでは優秀な人材を確保するよう努めておりますが、

一方で従業員数の増加は人件費を押し上げ、経営を圧迫する要因になります。したがって、事業規模の拡大、成

長スピードに合わせた適正な人数で最大の効果をあげるべく、綿密な人員計画の策定、柔軟な雇用形態の実現及

び人事制度の刷新等に取り組んでおります。さらに、従業員の能力向上のため教育カリキュラムの充実を推進い

たします。人材を育成することにより、組織体制の強化と、サービスのクオリティ向上を目指してまいります。

④　財務基盤の安定化

当社グループは、今後も積極的な事業展開や開発を進めながら、安定した事業運営を行うためには、対処すべ

き課題における諸施策の実行、キャッシュ・フローの改善を進め、財務基盤の安定化を図る必要があると認識し

ております。

当社グループでは、ゲームタイトルの開発費用、広告宣伝費及びM&Aや資本業務提携への充当を目的として、

2017年９月25日に第三者割当の方法により新株予約権の発行をしており、当期に新株予約権の一部が行使され資

金調達を実施しております。また当期には第三者割当増資を実施しており、財務基盤の安定化が図られておりま

すが、今後も引き続き第三者割当増資・新株予約権による資金調達や金融機関からの資金調達など様々な資金調

達を検討・実施していくことで、継続的に財務基盤の安定化に努めてまいります。
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２ 【事業等のリスク】

本報告書に記載する当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性が

あると考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下に記載しておりま

す。

また、必ずしもそのようなリスクとは考えていない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考えられ

る事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。

当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本報告書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、本報告書提出日現在において当社グループ

が判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。また、以下に記載す

る事項は、将来を含めた当社の事業等のリスク全般を網羅するものではありません。

 

①　市場の動向について

ア．スマートフォン端末の普及について

当社グループは、モバイルインターネットを事業領域としておりスマートデバイス向けコンテンツを提供して

おります。国内におけるスマートフォンの普及速度に鈍化傾向がみられ、スマートフォン市場は成熟期へと移行

していくものと考えております。

このような状況において、スマートフォン端末に代わる新たな端末の登場等による急激なスマートフォン利用

者の減少など、スマートフォン端末の普及状況が当社の想定と大きく異なった場合には、当社グループの事業及

び業績に影響を及ぼす可能性があります。

イ．モバイルゲーム市場について

当社グループの主力事業であるゲーム事業の属するモバイルゲーム市場について、日本国内では、スマート

フォンユーザー数の増加が鈍化している中、野村総合研究所によりますと、スマートフォンアプリに対する一人

当たりの課金額は年々増加しており、国内市場は成熟傾向にあるものの引き続き拡大傾向にあります。また、一

般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラムによりますと、スマートフォン等市場のうち、ゲーム・ソーシャ

ルゲーム等市場は、2016年から2017年にかけて前年比115.1％となる１兆3,632億円の規模に拡大しております。

しかしながら、新たな法的規制の導入、通信キャリアの動向、App Store及びGoogle Play等のプラットフォー

ム、モバイルゲーム以外の異なるエンターテインメント産業の拡大、その他予期せぬ要因によって、今後の市場

成長が阻害されるような状況が生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。

ウ．インターネット広告市場について

当社グループの広告事業の属するインターネット広告市場について、株式会社電通／株式会社サイバー・コ

ミュニケーションズ／株式会社D2Cの共同調べによりますと、2016年から2017年にかけて前年比117.6％となる１

兆2,206億円の規模にまで拡大しており、媒体別では、スマートフォン広告が前年比128.4％となる8,317億円の規

模にまで拡大し、運用型広告と呼ばれる取引手法が前年比127.3％と成長しております。しかしながら、インター

ネット広告市場において何らかの市場変動要因の発生、広告出稿元のマーケティング・販売促進等の予算縮小、

広告代理店の営業戦略の変化が発生した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。

 
②　ゲーム事業について

ア．競合について

当社グループは、App Store及びGoogle Play等のプラットフォームを通じてゲームの提供を行っております

が、当社グループが属するゲーム市場には、多数の競合会社が存在しており、また、今後さらに有力な競合会社

が出てくる可能性があります。また、モバイル端末の技術的な向上によるゲームシステムの複雑化及びそれに伴

う開発期間の長期化や開発費の高騰により、既存のサービス提供者間の競争も激化しております。

当社グループは積極的に、ゲームのオリジナリティを高めてユーザー満足度を向上し課金収益の増加を目指し

てまいりますが、魅力的且つ有益なサービスを提供できない場合には、競合会社との競争の激化による課金収益

の減少等により、当社グループの事業及び業績が影響を受ける可能性があります。
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イ．新規ゲームタイトルの開発について

新規ゲームタイトルの開発につきましては、フェーズ管理を行いながら開発を進めております。しかしなが

ら、市場動向の変化や技術革新等の要因により、想定通りに開発が進まない場合には、サービスの提供に遅延等

が生じ、当社グループの事業及び業績が影響を受ける可能性があります。

ウ．大手プラットフォームへの依存について

当社グループは、ユーザーに対する告知及び販売促進のために、App Store及びGoogle Play等、集客力のある

プラットフォームを通じてコンテンツ内においてアイテムの販売を行っております。当該プラットフォームの事

業者に事業方針の変更があった場合、また、当社グループのコンテンツが当該事業者側の要件を十分に満たさな

い等の理由により、当該プラットフォームにおいてコンテンツの提供を継続できなくなった場合には、当社グ

ループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

エ．広告戦略について

当社グループのユーザーを新たに獲得する手段として、各種モバイルメディアへの出稿、並びに、ユーザー

ニーズを把握し効率的にユーザーを獲得するための多様な広告戦略を検討する必要があります。しかしながら、

ユーザーニーズやモバイル端末の多様化など市場環境は急速に変化しており、当社グループの想定通りにユー

ザーを獲得できない場合、広告により獲得したユーザーが当社の想定通りに有料コンテンツを利用しない場合、

広告コストの上昇が起こった場合等には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

オ．コンテンツにおける表現の健全性確保について

当社グループではコンテンツの制作及び配信等において、各プラットフォーム事業者の基準に照らし合わせ、

提供コンテンツの健全性確保に努めております。しかしながら、法的規制や法解釈、通信キャリアや各プラット

フォーム事業者の設ける基準は、社会情勢等により変化する可能性があるため、法的規制の強化や、通信キャリ

アの基準の変更等により、当該コンテンツの提供を継続できなくなった場合には、当社グループの事業及び業績

に影響を与える可能性があります。

カ．ゲームの運営ガイドラインについて

一般社団法人日本オンラインゲーム協会や一般社団法人コンピュータエンターテインメント協会等は、オンラ

インゲームの利用環境向上を目的として、各種ガイドラインを定めており、当社グループが提供するゲームは、

それらのガイドラインを遵守し健全な運営に努めております。

しかしながら、社会環境の変化によりガイドラインの予期せぬ大幅な変更があった場合、ガイドラインに基づ

いたサービス体制の構築に予想以上の時間を要した場合、既存サービスを停止せざるを得ないような基準の厳格

化が行われた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

カ．不正行為等によるリスクについて

オンラインゲームにおいて、一部の悪質なユーザーがゲーム内で提供されるアイテム等を不正な方法で入手し

て利用及び譲渡するといった行為や、オークションサイト等を通じてゲーム内のカードを売買するリアル・マ

ネー・トレードが発覚しており、プラットフォーム事業者を中心に、業界全体として不正防止のための取り組み

を推進しております。

当社グループにおいても、利用規約における禁止事項の明示や、ゲーム内での掲示を通じてユーザーへの啓

蒙、違反者に対するアカウント停止等の措置を実施し、不正行為の防止に努めております。しかしながら、当該

対策にも関わらず不正行為が多発する等の事態が生じた場合、当社グループが提供するゲームの信頼性やブラン

ドが毀損し、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 
③　広告事業について

ア．競合について

当社グループが行っている広告事業は、多数の競合会社があり、新規参入も含め、今後はより競争が激化する

可能性があります。当社グループは新規広告商品の開発、ならびに、広告主や媒体運営者への利便性やサービス

向上をより重視し、競争力の維持向上に努めてまいりますが、有力な媒体を取扱うこができる等の競合他社以上

の優位性を確立できる保証はなく、サービス提供が継続できなくなった場合には、当社グループの事業及び業績

に影響を与える可能性があります。

イ．広告主との関係について

モバイルインターネット広告市場は拡大傾向にあり、今後も市場は拡大していくものと想定されます。しかし

ながら、企業の広告活動は景気動向の影響を受けやすいものであり、今後もテレビ、新聞、雑誌等、既存広告媒

体との競合が継続していくと考えられております。今後何らかの理由により、広告主の出稿意欲の減衰など社会

環境の変化があった場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。
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ウ．新しい広告手法について

当社グループは、リスティング広告、行動ターゲティング広告等、多様な広告手法に迅速に対応し、サービス

を提供しております。しかしながら、今後独創的な広告手法が考案され、その変化に対応するための技術開発に

多大な費用が生じた場合、または、技術変化への対応が遅れることによって、当社グループの提供する広告サー

ビスが陳腐化した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

エ．サービスの信頼性について

当社グループでは、広告サービスの信頼性確保のために、広告媒体の成果報酬の不正請求について、厳正に対

応しております。規約を設けて参加手続面での管理を実施しているほか、その後も必要に応じ広告媒体に関する

調査を定期的に行うことで不正請求を排除し、サービスの信頼性向上に努めております。しかしながら、予期せ

ぬ要因によりこれらの対応に不備が生じ、広告主からクレームを受けた場合、または、損害賠償を請求された場

合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

　

④　and Experience事業について

ア．協力会社について

当社グループは、いくつかの新規サービスを当連結会計年度よりand Experience事業と位置づけ、新たな収益

の軸とすべく事業展開をしております。サービスの一部について協力会社に委託しております。協力会社との関

係が悪化した場合、協力会社との契約が解除された場合、当社グループにとって不利な契約改定が行われた場

合、契約期間満了後に契約が継続されない場合、協力会社の経営状態等が著しく悪化し事業継続が困難となった

場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

イ．商品の品質管理について

当社グループが提供する商品は、協力会社に依頼して製作を行っています。商品の安全性に関する社会の関心

は高まっており、当社グループにおいても、仕入に際しての品質基準の見直しや、品質検査等を強化し、安全な

商品の供給に努めております。しかしながら、当社グループが提供した商品に不具合等が発生した場合には、当

社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

ウ．決済手段について

当社グループが提供するサービスは、お客様の主な代金決済手段として、クレジットカードを導入していま

す。今後、カード会社との契約が解約され代替する代金決済方法を検討することになった場合には、当社グルー

プの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

エ．商品の配送について

商品配送は、主に外部の配送事業者に依存しています。今後、配送料金の値上げ、配送条件が悪化した場合に

は、当社グループの事業及び業績に影響を受ける可能性があります。

オ．サービス領域の拡大について

当社グループが行っているand Experience事業は、体験を軸としたサービスの提供を行っております。

新しいサービスを創出し、また時代の流れに即したビジネスモデルを構築する目的で、新規のサービス領域に参

入する可能性があります。新規サービスを開始するに当たっては、相応の先行投資を必要とする場合があるほ

か、そのサービス固有のリスク要因が加わることとなり、本項に記載されていないリスク要因でも、当社グルー

プのリスク要因となる可能性があります。

新規に参入した市場の拡大スピードや成長規模によっては、当初想定していた成果を挙げることができない可

能性があります。また、サービスの停止、撤退等においては、当該事業用資産の処分や償却を行うことにより損

失が生じる可能性があります。かかる場合には、当社グループの事業及び業績に影響を受ける可能性がありま

す。

　

⑤　ブロックチェーン関連のサービスについて

当社グループは、今後の企業価値向上のためにブロックチェーンに関連するサービスへ参入しました。新しい

事業分野であるため、サービスの提供までに想定以上に時間を要する場合や想定以上にコストを要する場合があ

ります。また、市場の拡大スピードの鈍化や市場の縮小等により、当初想定していた成果を挙げることができな

い可能性があります。これらにより、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。
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⑥　事業全般に係るリスクについて

ア．事業展開に関わる業務提携やM&A

当社グループは、既存事業の業容拡大や、新サービスを導入することにより将来的な成長に寄与すると判断し

た場合には、業務提携やM&Aを積極的に検討する方針であります。

これらの実行に関しては、ビジネス、財務、税務及び法務等に関するデューデリジェンスを行い各種リスクの

低減に努めますが、予期せぬ事態の発生や様々な外部要因の変化により、提携事業又はM&A対象企業の事業等が計

画通りに進展せず、想定した成果が上がらない場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性が

あります。

イ．法的規制について

当社グループの事業は、様々な法的規制の対象となっており、各法令には違反した場合の罰則規定等が定めら

れております。当社グループでは、常に法令遵守を意識した事業活動を行っており、現時点では各々の罰則規定

等に抵触していないものと認識しております。しかしながら、今後の法改正次第では、何らかの法的規制を受け

る場合や対応措置をとる必要性が生じる可能性があります。また、当社グループの事業活動に関連して、新たな

法令施行により何らかの法的規制を受けることとなった場合には、事業活動が制限され、当社グループの事業及

び業績に影響を与える可能性があります。

また、当社グループが新たに参入したブロックチェーン関連のサービスにつきましては、近年生まれた新しい

分野でもあります。当社グループとしましては、弁護士等の専門家に相談しつつ法令に抵触しないよう運用して

まいります。しかしながら、現行制度の見直し等により当社グループの事業に多大な制約や変更が生じるととも

に、当社グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

ウ．知的財産権について

当社グループが日常的な事業活動を行う過程において使用しているコンテンツ、ソフトウエア及びシステム

は、第三者の知的財産権を侵害するものではないものと認識しておりますが、不測の事態あるいは何らかの不備

により、当社グループが保有する又は使用許諾を得ているもの以外の知的財産権を侵害する可能性があります。

かかる場合には、当社グループが第三者の知的財産権を侵害することによる損害賠償請求、もしくは、使用差し

止め請求等の訴えを起こされる可能性、または、当該知的財産権に関する対価の支払い等が発生する可能性があ

ります。

エ．個人情報の管理について

当社グループでは、推進する事業の性質上、個人情報を取り扱っており、「個人情報の保護に関する法律」に

規定される個人情報取扱事業者に該当いたします。個人情報の取り扱いにつきましては、既に認証を受けている

情報セキュリティマネジメントシステムの一環として、「個人情報の保護に関する法律」に沿った対応をとり、

社内ルール化と共に社内体制を整備しております。しかしながら、当社グループが保有する個人情報等につき、

何らかの要因で個人情報の漏洩があった場合には、適切な対応を行うための相当なコスト負担、当社グループへ

の損害賠償請求、信用の低下等によって、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

また、当社グループは、欧州における個人情報保護を規定した「EU一般データ保護規則（General Data

Protection Regulation）」の施行に対応するため、最新情報を収集し、適宜、社内体制の整備に努めておりま

す。EU一般データ保護規則違反により万一制裁金が課された場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与

える可能性があります。

オ．システム障害について

当社グループは、サービスに適応した通信ネットワークシステムやインフラの安定稼動が事業の前提であると

認識しております。自然災害や事故等、電力供給の停止等の予測不可能な様々な要因によって通信ネットワーク

の切断やコンピュータシステムのダウンが生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を受ける可能性

があります。また、当社グループのコンピュータシステムは、適切なセキュリティ手段を講じて外部からの不正

アクセスを回避するよう努めておりますが、コンピュータウィルスやハッカーの攻撃等によりシステム障害が生

じた場合には、当社グループの事業及び業績が影響を受ける可能性があります。

 
⑦　経営管理全般に係るリスクについて

ア．経営者への依存について

当社代表取締役社長である尾下順治は、当社グループの経営方針や経営戦略の決定、企画開発や営業推進等、

当社グループの事業の多方面にわたって重要な役割を果たしております。
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このため当社グループでは、各事業担当者との情報共有、並びに権限委譲を進めること等により経営リスクの

軽減に努めておりますが、何らかの理由で同氏に不測の事態が生じた場合、又は退任するような事態が生じた場

合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

イ．人材の確保及び育成について

当社グループにおいて優秀な人材の確保、育成及び定着は重要課題であり、事業戦略に基づく採用活動、人事

評価制度の整備や研修の実施等の施策を通じ、人材の確保、育成及び定着に取り組んでおります。しかしなが

ら、採用活動や人材育成が計画通りに進まなかった場合には、適正な人材配置が困難となり、当社グループの事

業及び業績に影響を与える可能性があります。

ウ．コンプライアンスについて

当社グループは、役職員に法令、定款、社内規程、行動規範及び社会倫理の遵守を徹底させるため、コンプラ

イアンス委員会を組織し、役職員への啓蒙・教育を実施しております。しかしながら、万が一法令等に抵触する

事態が生じた場合には、信用低下を招き、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

エ．訴訟について

当社グループは、役職員に対する法令遵守の教育活動を通じて法令違反行為等の低減に努めておりますが、予

期せぬ事態により、ユーザー、取引先、役職員その他第三者とのトラブルが発生し、訴訟等が発生する可能性が

あります。その場合、訴訟内容や賠償金額によって、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があり

ます。

オ．新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社グループでは、新株予約権を発行しております。当該新株予約権が権利行使された場合、当社の株式が新

たに発行され、既存の株主が有する株式の価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。2018年11月末日

現在、当該新株予約権による潜在株式数は1,047,500株であり、2018年11月末日現在における発行済株式数

4,851,800株の21.59％に相当しております。

カ．自然災害等について

当社の本店所在地は東京都であり、他の地域に拠点を分散しておりません。そのため、東京都において大地

震、台風等の自然災害や火災等の事象により、役職員の負傷、設備の損壊、電力供給の停止又は制限等の不測の

事態が発生した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 
⑧　継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続となる営業損失の計上及びマイナスの営業キャッシュ・フロー

を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。

当連結会計年度においても、営業損失の計上及びマイナスの営業キャッシュ・フローの計上が生じておりま

す。なお、2019年９月期第１四半期の連結業績予想においても、営業損失の計上及びマイナスの営業キャッ

シュ・フローの計上が見込まれております。

以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりますが、2017年９月25日に

発行した第三者割当による行使価額修正条項付第16回新株予約権3,000個のうち、2,760個が当連結会計年度中に

行使された結果、429,266千円の資金調達、2018年３月28日付の取締役会決議に基づく第三者割当による新株式の

発行により349,969千円の資金調達、当連結会計年度中に合わせて779,235千円の資金調達をしており、財務基盤

の安定化が図られているほか、①ゲーム事業における投資と回収のタイトルポートフォリオの見直し及び開発・

運営人員の最適な配置による売上の維持拡大、②広告事業のADrouteにおけるPC領域への展開による売上の拡大、

③and Experience事業で展開するサービスの選択と集中による収益改善及び売上拡大、④新規含むプロジェクト

の他社とのアライアンスによるリスク分散、収益獲得機会の増加、⑤資金調達や資金繰りの安定化に努めてまい

ります。これらの対応策を事業を取り巻く環境の変化に適応し推進していくことにより、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性は認められないと判断しております。

 
⑨　主要株主である筆頭株主との関係について

株式会社セプテーニ・ホールディングスは、主要株主である筆頭株主であります。今後、同社の当社株式保有

方針に変更があった場合、株主構成に変動があった場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能

性があります。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

①　経営成績の状況

当連結会計年度（以下「当期」という。）における我が国の経済は、企業の設備投資や個人消費等の内需を中

心に、緩やかな景気の持ち直しが続いており、改善傾向となっております。一方で、政治的要因による海外経済

の不確実性や国際金融市場の変動もあり、世界経済の先行きは依然として不透明な状況で推移しております。

当社グループを取り巻く事業環境としては、総務省の通信利用動向調査によると、2017年末の国内におけるス

マートフォンの保有率は75.1%となり、前年から3.3ポイントの上昇にとどまっており普及速度に鈍化傾向がみら

れます。

ゲーム事業の属するモバイルゲーム市場について、日本国内では、スマートフォンユーザー数の増加が鈍化し

ている中、野村総合研究所によると、スマートフォンアプリに対する一人当たりの課金額は年々増加しており、

国内市場は成熟傾向にあるものの引き続き拡大傾向にあります。一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラ

ムによりますと、スマートフォン等市場のうち、ゲーム・ソーシャルゲーム等市場は、2016年から2017年にかけ

て前年比115.1％となる１兆3,632億円の規模に拡大しております。

広告事業の属するインターネット広告市場について、株式会社電通／株式会社サイバー・コミュニケーション

ズ／株式会社D2Cの共同調べによりますと、2016年から2017年にかけて前年比117.6％となる１兆2,206億円の規模

にまで拡大しており、媒体別では、スマートフォン広告が前年比128.4％となる8,317億円の規模にまで拡大し、

運用型広告と呼ばれる取引手法が前年比127.3％と成長しております。　

このような市場環境の下、当社グループは「持続的成長構造の構築」を当期の事業戦略に掲げ、ゲーム事業で

は新規ゲームタイトルの開発への集中、広告事業では新たに取り組みを開始したトレーディングデスクの売上拡

大、加えて次の事業の柱とするべくand Experience事業の開始およびサービスの拡大などに取り組んだほか、

2017年末から急速に拡大し、今後大きな成長が期待される市場領域である仮想通貨及びブロックチェーン技術を

活用した分散型アプリケーション（DApp）分野での事業展開を第２四半期連結会計期間より開始しております。

以上の結果、当期の業績は、売上高2,466,245千円(前期同期比25.5％減)、営業損失416,334千円(前年同期は

259,690千円の営業損失)、経常損失426,831千円(前年同期は272,223千円の経常損失)となりました。有名人と

ファンを結ぶコミュニケーションアプリ「.yell plus」において、当初想定していた収益の回収が見込めなく

なったのれん等の固定資産の減損損失78,649千円を特別損失として計上したこと等により、親会社株主に帰属す

る当期純損失は511,135千円(前年同期は316,318千円の親会社株主に帰属する当期純損失)となりました。

なお、当期より新たな報告セグメントを追加し、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を変更しておりま

す。このため、セグメント業績の前期との比較については、前期の数値を変更後の測定方法により作成した数値

で比較しております。

　　

各セグメントの業績は次のとおりであります。

　

(ゲーム事業)

従来から運営しているゲームタイトルに加え、これまでKLab株式会社と共同で開発していた「幽☆遊☆白書

100％本気(マジ)バトル」が2018年８月28日にサービスを開始し、AppAnnie調べでApp Storeのゲームセールスラ

ンキングで最高16位を記録するなど、売上に寄与いたしました。

引き続き開発中のゲームタイトルである「終幕彼女(エンドロール)」およびプロジェクトコードネーム「PP」

は、サービス開始に向けて開発を継続しており、その開発費用が計上されております。

ブロックチェーンゲームである「コントラクトサーヴァント-CARD GAME-」は、市場動向を鑑み、改善を図るた

めにサービス開始時期の延期を発表いたしました。ゲーム性を高めるべく、開発を進めております。

以上の結果、当セグメントの売上高は781,266千円(前年同期比55.4％減)、セグメント損失は215,828千円(前年

同期は117,067千円のセグメント損失)となりました。

　

(広告事業)

スマートフォン向けアドネットワーク「ADroute」が好調に推移をし、新たに取り組んでいる広告運用代行サー

ビス「トレーディングデスク」も売上が拡大しており、当事業として、第４四半期連結会計期間において過去最

高の売上高を更新するとともに、当期過去最高の売上高を更新いたしました。

「トレーディングデスク」では特に丁寧な記事広告制作、的確な検証・分析等により、Eコマース向けの運用型

広告の需要が増加しております。

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

17/97



以上の結果、当セグメントの売上高は1,594,353千円(前年同期比3.1％増)、セグメント利益は93,028千円(前年

同期比102.4％増)となりました。

　

(and Experience事業)

オンラインくじサービス「くじコレ」は、案件獲得に向けた営業を進め、いくつかの交渉を開始しておりま

す。「Blockchain Game info」は、対応言語が日本語のみとなっており、国内ではブロックチェーンに対して、

一般的な認知度がまだ低く、海外のユーザーを取り込むべく、サイトおよび記事の英語対応を進めております。

以上の結果、当セグメントの売上高は91,370千円、セグメント損失は157,872千円となりました。なお、当事業

は当連結会計年度より報告セグメントとしているため、前年同期比は記載しておりません。

　

②　財政状態の状況

（資産の部）

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ314,045千円増加し、1,996,698千円となりま

した。流動資産は、前連結会計年度末に比べ104,910千円減少し、1,207,132千円となりました。これは、主に売

掛金が116,619千円増加したものの、現金及び預金が228,424千円減少したこと等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ418,956千円増加し、789,565千円となりました。これは、主にソフトウ

エアが333,348千円、ソフトウエア仮勘定が101,137千円増加したこと等によるものであります。

　

（負債の部）

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ45,800千円増加し、1,046,739千円となりまし

た。これは、主に１年内返済予定を含む長期借入金が33,000千円、その他の流動負債が35,559千円減少したもの

の、買掛金が49,616千円、未払金が62,676千円増加したこと等によるものであります。

 
（純資産の部）

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ268,245千円増加し、949,958千円となりま

した。これは、主に親会社株主に帰属する当期純損失を511,135千円計上したものの、新株予約権の行使及び第三

者割当による増資により資本金等が779,980千円増加したこと等によるものであります。

　

③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ22,424

千円減少し、740,878千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは389,648千円の減少(前連結会計年度は127,522千円の減少)となりまし

た。これは、主に減価償却費及びのれん償却等63,124千円、減損損失78,649千円の計上、仕入債務の増加60,260

千円、未払金の増加62,706千円等があったものの、税金等調整前当期純損失508,228千円の計上、売上債権の増加

116,619千円等があったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは377,927千円の減少(前連結会計年度は213,079千円の減少)となりまし

た。これは、主に定期預金の払戻による収入212,000千円があったものの、無形固定資産の取得のよる支出

482,861千円、事業譲受による支出100,000千円等があったことによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは745,152千円の増加(前連結会計年度は36,863千円の減少)となりました。

これは、主に長期借入金の返済による支出33,000千円があったものの、新株予約権の行使による株式の発行によ

る収入429,266千円、株式の発行による収入349,969千円等があったことによるものであります。
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④　生産、受注及び販売の状況

ア．生産実績

当社グループの生産活動は、金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

イ．受注状況

当社グループは、受注から納品までの期間が短期間のため記載を省略しております。

 

ウ．販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

ゲーム事業 781,266 △55.4

広告事業 1,594,353 3.1

and Experience事業 91,370 －

調整額 △744 －

合計 2,466,245 △25.5
 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．「and Experience事業」につきましては、当連結会計年度より報告セグメントを追加しましたので、比較情

報はありません。

３．「調整額」はセグメント間取引消去であります。

４．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。
　

相手先

前連結会計年度
(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ライブレボリューション 587,265 17.8 379,354 12.4

Google Inc. 447,916 13.5 － －

Apple Inc. 433,919 13.1 － －

株式会社ディー・エヌ・エー 390,839 11.8 － －
 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主な相手先別の販売実績のうち、当該販売実績の総販売実績に対する割合が10％未満の相

手先につきましては記載を省略しております。

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

文中の将来に関する事項は、本報告書提出日において当社が判断したものであります。

 

①　重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成さ

れております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における財政状態、報告期間における経営成績

に影響を与える見積り及び予測を行っております。

当該見積りにつきましては、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる様々な要因に関して情報収集を行

い、見積り金額を計算しておりますが、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。
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②　当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

（売上高）

当連結会計年度の売上高は2,466,245千円（前年同期比25.5％減）となりました。広告事業は、スマートフォン

向けアドネットワーク「ADroute」が好調に推移、新たに取り組んでいる広告運用代行サービス「トレーディング

デスク」も売上が拡大したことにより増収となりましたが、ゲーム事業が新しいゲームタイトルのサービスを開

始したものの、従来から運営しているゲームタイトルの終了等により減収となりました。

なお、当期より新たな報告セグメントとしてand Experience事業を追加しております。

 
（営業利益）

売上原価は、広告事業の売上高の増収により広告掲載メディアへの掲載料等が増加しましたが、ゲーム事業の

売上高の減収に伴う変動費の減少や運営していたゲームタイトルの終了による運営費用が減少したこと等によ

り、2,210,685千円（前年同期比20.5％減）となりました。

以上の結果、売上総利益は255,560千円（前年同期比51.7％減）となりました。

販売費及び一般管理費は、ゲーム事業のプロモーションを中心に広告宣伝費が減少したこと等から、671,894千

円（前年同期比14.8％減）となりました。

以上の結果、営業損失は416,334千円（前年同期は259,690千円の営業損失）となりました。

 
（親会社株主に帰属する当期純利益）

有名人等とファンを結ぶコミュニケーションアプリ「.yell plus」において、当初想定していた収益の回収が

見込めなくなったのれん等の固定資産の減損損失78,649千円を特別損失として計上したこと等により、親会社株

主に帰属する当期純損失は511,135千円（前年同期は316,318千円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりま

した。

 
③　資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、上記「(1) 経営成績等の状況の概要　③キャッ

シュ・フローの状況」をご参照ください。

資金需要及び資金調達につきましては、今後も積極的な事業展開や開発を進めながら、安定した事業運営を行

うためには、対処すべき課題における諸施策の実行、キャッシュ・フローの改善を進め、財務基盤の安定化を図

る必要があると認識しており、これらの資金需要は第三者割当増資・新株予約権による資金調達や金融機関から

の資金調達など様々な資金調達を検討・実施していきます。

 
④　経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　２事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 
⑤　経営者の問題認識と今後の方針について

「第２　事業の状況　１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。

 

⑥　継続企業の前提に関する重要事象等について

「第２　事業の状況　２事業等のリスク　⑧継続企業の前提に関する重要事象等」に記載のとおり、前連結会

計年度まで２期連続となる営業損失の計上及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上、当連結会計年度にお

いても、営業損失の計上及びマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しており、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。

しかしながら、新株予約権の行使や第三者割当増資による資金調達の実行により、財務基盤の安定化が図られ

ているほか、ゲーム事業における投資と回収のタイトルポートフォリオの見直し及び開発・運営人員の最適な配

置による売上の維持拡大、広告事業のADrouteにおけるPC領域への展開による売上の拡大、and Experience事業で

展開するサービスの選択と集中による収益改善及び売上拡大、新規含むプロジェクトの他社とのアライアンスに

よるリスク分散、収益獲得機会の増加、資金調達や資金繰りの安定化に努めてまいります。これらの対応策を実

施することにより、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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４ 【経営上の重要な契約等】

(1) 事業譲受に関する事業譲渡契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社 DMM.com 事業譲渡契約
「DMM.yell」事業の譲り受け
に関する契約

契約期間は定められていない

 

(注) １．上記契約の契約者は当社であります。

２．2017年11月１日付で契約を締結しております。

 

(2) スマートフォン又はタブレット端末向けプラットフォーム運営事業者との契約　

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

Google Inc.
Androidマーケットデベ
ロッパー販売／配布契
約書

Android搭載端末向けアプリ
ケーションの配信及び販売に
関する契約書

契約期間は定められていない

Apple Inc.
Developer Program
License Agreement

iOS搭載端末向けアプリケー
ションの配信及び販売に関す
る契約

１年間(１年毎の自動更新)

 

(注)　上記契約の契約者は当社及び子会社であります。

 

(3) SNS運営事業者との契約　

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

株式会社ディー・エ
ヌ・エー

Mobageオープンプラッ
トフォーム会員規約

Mobageのプラットフォーム参
加への条件・手数料等を定め
た規約

契約期間は定められていない

 

(注)　上記契約の契約者は当社であります。

　

(4) 資本業務提携の契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

KLab株式会社
資本業務提携を定める
契約

相互に共同して新たなゲーム
タイトルの企画、開発、提供
を行うことを定めた契約

契約期間は定められていない

 

(注) １．上記契約の契約者は当社であります。

２．2018年３月28日付の取締役会において決議し、同日に契約を締結しております。

 

(5) 吸収合併契約

相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

アクセルゲームスタジ
オ株式会社

合併契約書

100%子会社であるアクセル
ゲームスタジオを吸収合併消
滅会社とする吸収合併に関す
る契約

契約期間は定められていない

 

(注) １．上記契約の契約者は当社及び子会社であります。

２．2018年９月20日付の取締役会において決議し、同日に契約を締結しております。効力発生日は同年12月１日

としております。

 
５ 【研究開発活動】

該当する事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は499,683千円であります。その主なものは、ゲーム事業に供するソ

フトウエアの開発費等462,460千円及びand Experience事業に供するソフトウエアの取得33,087千円であります。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

      2018年９月30日現在

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額

従業員数

(人)建物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウエア

(千円)

ソフト

ウエア

仮勘定

(千円)

その他

(千円)

合計

(千円)

本社

(東京都中野区)
全社 本社設備等 36,296 8,927 3,412 － 49,763 98,400

50

(2)
 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、敷金であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３．上記の他、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。 

事業所名

(所在地)

セグメント

の名称
設備の内容

賃料

(千円)

本社

(東京都中野区)
全社 事務所(賃借) 25,979

 

 
(2) 国内子会社

       2018年９月30日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備

の内容

帳簿価額

従業員数

(人)建物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウエア

(千円)

ソフト

ウエア

仮勘定

(千円)

その他

(千円)

合計

(千円)

アクセルゲーム

スタジオ株式会社

東京都

中野区
ゲーム事業

事業用

資産等
－ 814 331,272 303,871 － 635,958

59

(9)
 

(注) １．金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 17,000,000

計 17,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2018年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,851,800 4,851,800
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数　100株

計 4,851,800 4,851,800 － －
 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、2018年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

①　第14回新株予約権（2016年５月23日発行）　

決議年月日 2016年４月14日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名、当社監査役２名、当社従業員８名

新株予約権の数（個）※ 1,235

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
(株）※

普通株式　123,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,175

新株予約権の行使期間　※ 2017年12月31日～2021年５月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,175
資本組入額　588

新株予約権の行使の条件　※

①　本新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提
出した2017年９月期乃至2019年９月期の有価証券報告書に
記載された当社連結損益計算書における、いずれかの期の
単年度連結営業利益(連結決算を行わなくなった場合、取
締役会の決議に基づき、当社の単体営業利益に変更するこ
とができる。)が、５億円を超過している場合にのみ、本
新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告
基準(IFRSs)の適用等により参照すべき営業利益等の概念
に重要な変更があった場合には、上記指標に相当する指標
で別途参照すべきものを取締役会にて合理的に定める。
②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において 
も、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業
員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定
年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合
は、この限りではない。
③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認め
ない。
④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数
が当該時点における授権株式数を超過することとなるとき
は、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。　
⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできな
い。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の
決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、
吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を総
称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合にお
いて、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、
それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イか
らホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」とい
う。)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただ
し、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併
契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式
交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るも
のとする。

 

 ※　当事業年度の末日（2018年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

(注) １．本新株予約権は、本新株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込

金額は本新株予約権を引き受ける者にとって特に有利な金額でないことから、株主総会の承認を得ることな

く、2016年４月14日付の取締役会決議に基づき発行しております。そして、本新株予約権の発行と引換えに

払込まれた金銭は、本新株予約権１個あたり金600円であります。

２．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は、当社普通株式100株と

する。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。)または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(または併合)の比率
 

　

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

３．割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。
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当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。
 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割(または併合)の比率
 

　

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合(新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

　

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、本新株予約権の割

当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を

必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及びの数」は、退職等の理由により権

利を喪失したものを減じた数であります。

５．2018年11月30日現在、退職による権利失効により「付与対象者の区分及び人数」は、当社取締役３名、当社

監査役２名、従業員７名となっております。
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②　第15回新株予約権（2016年５月23日発行）

決議年月日 2016年４月14日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 ２名

新株予約権の数（個）※ 3,000

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数
(株）　※

普通株式　300,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,175

新株予約権の行使期間　※ 2017年12月31日～2026年５月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,175
資本組入額　588

新株予約権の行使の条件　※

(1) 割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまで
の間に金融商品取引所における当社普通株式の普通取引終
値が一度でも権利行使価額(ただし、(注)３に準じて取締
役会により適切に調整されるものとする。)に20％を乗じ
た価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての
本新株予約権を権利行使価額(ただし、(注)３に準じて取
締役会により適切に調整されるものとする。)で行使期間
の満期日までに行使しなければならないものとする。ただ
し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。
①　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明し
た場合
②　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべ
き重要な事実を適正に開示していなかったことが判明した
場合
③　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新
株予約権発行日において前提とされていた事情に大きな変
更が生じた場合
④　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると
客観的に認められる行為をなした場合
(2) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において
も、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業
員であることを要する。ただし、上記(1)に該当する場合
は、この限りではない。
(3) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め
ない。
(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数
が当該時点における授権株式数を超過することとなるとき
は、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
(5) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできな
い。
 

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の
決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項　※

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、
吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を総
称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合にお
いて、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、
それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イか
らホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」とい
う。)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただ
し、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併
契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式
交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るも
のとする。

 

 ※　当事業年度の末日（2018年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

(注) １．本新株予約権は、本新株予約権の公正価値に相当する払込金額の払込みにより有償にて発行され、その払込

金額は本新株予約権を引き受ける者にとって特に有利な金額でないことから、株主総会の承認を得ることな

く、2016年４月14日付の取締役会決議に基づき発行しております。そして、本新株予約権の発行と引換えに

払込まれた金銭は、本新株予約権１個あたり金600円であります。

２．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は、当社普通株式100株と

する。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。)または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
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調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(または併合)の比率
 

　

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

３．割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。
 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割(または併合)の比率
 

　

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合(新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

　

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。さらに、上記のほか、新株予約権の割当

日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必

要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

 
　当社は、2011年12月16日開催の第19回定時株主総会において、現在の取締役報酬枠(年額２億円)の範囲内

で、会社法第361条の規定に基づき、取締役(社外取締役を除く。)に対して中長期インセンティブ報酬とし

て、ストックオプションとしての新株予約権を付与するための取締役報酬制度の改定を決議いたしました。

当該ストックオプション(新株予約権)の概要は以下のとおりであります。

　当該ストックオプション(新株予約権)については、2018年12月20日開催の第26回定時株主総会にて廃止を

決議しております。

決議年月日 2011年12月16日

付与対象者の区分及び人数 未定

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１

付与する新株予約権の個数
各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割
り当てる新株予約権の個数は2,000個を上限とする。

新株予約権の割当時の払込金額 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３

新株予約権の行使期間
割当日の翌日から30年以内とし、その具体的な期間は当社
取締役会において決定する。

新株予約権の主な行使条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議
による承認を要する。

その他 (注)５、６
 

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数

当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株と

する。但し、当社が当社普通株式について、株式の分割又は併合等を行うことにより、付与株式数の調整を

することが適切な場合は、当社が必要と認める調整を行うものとする。

２．無償又はオプション評価モデルを用いて合理的に算出した新株予約権の公正価額(但し、新株予約権の割り

当てを受けた取締役に対し当該公正価額に相当する金銭報酬を支給し、当該金銭報酬債権と払込債務を相

殺　　する)のいずれかによるものとする。

３．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる株式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とする。行使

価額は、新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しな

い日を除く。)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均

値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。但し、その金額が割当日の前日の終値(当日に

終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、割当日の前日の終値とする。なお、割当

日以降、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当または株式併合等を行う場合には、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

　

また、割当日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行

う場合(取得請求権付株式及び取得条項付株式の取得並びに単元未満株式売渡請求権及び新株予約権の行使

の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株あたり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

なお、上記の算式に使用する、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に読み替える。さらに、上記のほか、割当日以降、行使価額の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価額を調整する。

４．(ⅰ)新株予約権者は、新株予約権の募集事項を決定する当社取締役会において決定した日から行使すること

ができる。

(ⅱ)その他の条件については、新株予約権の募集事項等を決定する取締役会において定める。

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は以下の

通りとする。

(ⅰ)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、

これを切り上げる。

(ⅱ)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(ⅰ)に記載の資

本金等増加限度額から上記(ⅰ)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

６．新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項等を決定する当社取締役会において定

める。

 
　当社は、2014年12月17日開催の第22回定時株主総会において、2011年12月16日開催の第19回定時株主総会

でご承認いただいたストック・オプションとしての新株予約権に加え、株式報酬型ストック・オプションと

しての新株予約権を発行するための取締役の報酬等の内容改定を決議いたしました。当該ストック・オプ

ションの概要は以下のとおりであります。

　当該ストック・オプションについては、2018年12月20日開催の第26回定時株主総会にて廃止を決議してお

ります。

決議年月日 2014年12月17日

付与対象者の区分及び人数 未定

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式(注)１

付与する新株予約権の個数
各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内の日に割
り当てる新株予約権の個数は300個を上限とする。

新株予約権の割当時の払込金額 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３

新株予約権の行使期間 (注)４

新株予約権の主な行使条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議
による承認を要する。

その他 (注)６
 

(注) １．新株予約権の総数ならびに目的である株式の種類及び数

①　新株予約権の総数

当社取締役に対して割り当てる新株予約権の総数300個を、各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以

内に発行する新株予約権の上限とする。

②　新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の１個当たりの目的である株式の数は、当社普通株式100株とする。なお、当社が合併、会社分

割、株式の分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。)又は株式の併合等を行う場合は、当社は必要と

認める株式数の調整を合理的な範囲で行うものとする。

２．新株予約権の払込金額

新株予約権１個当たりの払込金額は、新株予約権の割当てに際して算定された新株予約権の公正価格を基準

として当社取締役会で定める額とする。また、割当てを受ける者は、金銭による払込みに代えて、当社に対

して有する報酬債権と新株予約権の払込債務とを相殺する。
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３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込金額を７円とし、これに新株予約権１個当

たりの目的たる株式の数を乗じた金額とする。

４．新株予約権の権利を行使することができる期間

新株予約権の割当日の翌日から２年以内の範囲で取締役会において決定する。

５．新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役又は監査役の地位にあることを要し、その他の行使の

条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定める。

６．その他の新株予約権の内容等については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会の決議により定める。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

①　第16回新株予約権（2017年９月25日発行）

決議年月日 2017年９月８日

新株予約権の数（個）※ 240

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　24,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,525　(注)３、４、５

新株予約権の行使期間　※ 2017年９月26日～2020年９月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　1,525
資本組入額　　763

(注)７

新株予約権の行使の条件　※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ －
 

 ※　当事業年度の末日（2018年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

(注) １．新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「割当株式数」という。)は100株とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的である株式の数を調整

するものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の

目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるもの

とする。
 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

　

その他、本新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議

により、合理的な範囲で本新株予約権の目的である株式の数を適宜調整するものとする。

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は行使価額(以下に定義する。)に割当株

式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

３．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の

価額(以下「行使価額」という。)は、当初、1,525円とする(以下「当初行使価額」という。)。但し、行使

価額は、下記４．又は５．に従い修正又は調整される。

４．行使価額の修正

行使価額は、当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が入金された日を各行使請求の

効力発生日(以下「修正日」という。)とし、修正日の直前の取引日(以下「算定基準日」という。なお、

「取引日」とは、株式会社東京証券取引所(以下「取引所」という。)において売買立会が行われる日をい

う。以下同じ。)の取引所における当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の

終値)の90％に相当する金額(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り捨てた額とする。以

下「修正後行使価額」という。)に修正される。なお、修正後行使価額の算出において、算定基準日に下記

５．記載の行使価額の調整事由が生じた場合は、当該算定基準日の取引所における当社普通株式の普通取引
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の終値は当該事由を勘案して調整されるものとする。但し、かかる修正後の行使価額が1,525円(以下「下限

行使価額」といい、下記５．の規定を準用して調整される。)を下回ることとなる場合には行使価額は下限

行使価額とする。

５．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。
 

    既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

　

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合(但し、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)、調整後の行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設

けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当てにより当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当社普通株式の無償割当てをする

ときは当該割当ての効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合(無償割当ての場合を含む。)又は本項第(4)

号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当ての場合を含む。但し、当社又は関係会

社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。)の取締

役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。)、調整後の行使価額は、発行され

る取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初行使価

額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生

日)の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日

以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予

約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後

の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降、これを適用する。

④　本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号

①乃至③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。
 

 
株式数

 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

　

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使

価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差

し引いた額を使用する。

(4)①　行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号④の場合は基

準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

(当日付けで終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場

合は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の場合には、行使
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価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられ

る当社普通株式数を含まないものとする。

(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価

額の調整を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株

式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、予め書面によりその旨並びにその事

由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに

本新株予約権を保有する者に通知する。但し、本項第(2)号④に示される場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

６．行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額

の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した本新株予約権を消却した場合は、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

額の総額は減少する可能性がある。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、上記

１.に記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額

を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

８．本新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該、行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等の特質等は次のとおりであります。

(1) 本新株予約権の目的となる株式の総数は300,000株、割当株式数(上記１.に定義する。)は100株で確定し

ており、株価の上昇又は下落により行使価額(上記３．に定義する。)が修正されても変化しない(但し、

上記３．に記載の通り、調整されることがある。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正さ

れた場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

(2) 行使価額の修正基準

本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日における当社普通株式

の東京証券取引所における普通取引の終値(以下「終値」という。)(同日に終値がない場合には、その直

前の終値)の90％に相当する金額(１円未満の端数を切り捨てる。)が、当該効力発生日の直前に有効な行

使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、当該効力発生日以降、当該金額に修正される。

(3) 行使価額の修正頻度

行使の際に本項第(2)号に記載の条件に該当する都度、修正される。

(4) 行使価額の下限

「下限行使価額」は、当初、1,525円とする。但し、上記５．に記載の規定を準用して調整される。

(5) 割当株式数の上限

300,000株

(6) 本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限

458,310,000円(本項第(4)号に記載の行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達

額。但し、本新株予約権の一部は行使されない可能性がある。)

９．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

当社は、本新株予約権の割当日以降、当社取締役会が本新株予約権を取得する日(以下「取得日」という。)

を定めたときは、取得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対する通知又は公告を当該取得日の１ヶ

月前までに行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権１個当たり270円の価額(対象となる本新

株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生じたときはこれを四捨五入する。)で、当該取得日に残存する

本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選そ

の他の合理的な方法により行うものとする。

10．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先と

の間で締結する予定の取決めの内容

当社はドイツ銀行ロンドン支店との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、以下の内容を含む

本買取契約を締結致します。ドイツ銀行ロンドン支店は、本買取契約に従って当社に対して本新株予約権の

行使に係る許可申請書(以下本項において、「行使許可申請書」といいます。)を提出し、これに対し当社が

書面(以下本項において、「行使許可書」といいます。)により本新株予約権の行使を許可した場合に限り、

行使許可書の到達日から30営業日の期間(以下本項において、「行使許可期間」といいます。)に、行使許可

書に示された数量の範囲内でのみ本新株予約権を行使できます。なお、従前の行使許可申請に基づく行使許
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可期間中に当該行使許可に係る本新株予約権の行使可能数が残存している場合には、ドイツ銀行ロンドン支

店は、当該期間の満了日(同日を含みます。)又は当該行使許可に係る本新株予約権の全部の行使を完了する

こととなる行使請求書を当社に提出したときから、新たな行使許可申請書を提出することができます。

行使許可申請書の提出がなされた場合に行使許可を行うかどうかは当社の裁量によって決定することができ

ます。当社は、行使許可申請書の提出がなされた時点の当社の事業環境や資金需要、株価水準等を総合的に

勘案し、行使許可を行うかどうかを判断致します。

なお、当社は、本新株予約権の割当日以降、当社取締役会が本新株予約権を取得する日を定めたときは、取

得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対する通知又は公告を当該取得日の１ヶ月前までに行うこと

により、取得日の到来をもって、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を発行価額と同額にて

取得することができます。但し、本新株予約権に関する行使許可期間中は、本新株予約権を取得することは

できません。

11．株券の売買に関する事項についての所有者との間の取り決めの内容

該当事項はありません。

 
　②　第17回新株予約権（2017年９月25日発行）

議決年月日 2017年９月８日

新株予約権の数（個）※ 2,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　250,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 2,500　(注)３、５

新株予約権の行使期間　※ 2017年９月26日～2020年９月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　2,500
資本組入額　1,250

(注)７

新株予約権の行使の条件　※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ －
 

 ※　当事業年度の末日（2018年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

(注) １．新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「割当株式数」という。)は100株とする。

　　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的である株式の数を調整

するものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の

目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるもの

とする。
 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

　

その他、本新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議

により、合理的な範囲で本新株予約権の目的である株式の数を適宜調整するものとする。

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は行使価額(以下に定義する。)に割当株

式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

３．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の

価額(以下「行使価額」という。)は、当初2,500円とする(以下「当初行使価額」という。)。但し、行使価

額は、下記５．に従い調整される。

４．行使価額の修正

　　行使価額の修正は行わない。

５．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。
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    既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

　

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合(但し、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)、調整後の行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設

けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当てにより当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当社普通株式の無償割当てをする

ときは当該割当ての効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合(無償割当ての場合を含む。)又は本項第(4)

号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当ての場合を含む。但し、当社又は関係会

社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。)の取締

役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。)、調整後の行使価額は、発行され

る取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初行使価

額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生

日)の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日

以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予

約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後

の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降、これを適用する。

④　本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号

①乃至③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。
 

 
株式数

 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

　

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使

価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差

し引いた額を使用する。

(4)①　行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号④の場合は基

準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

(当日付けで終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場

合は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の場合には、行使

価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられ

る当社普通株式数を含まないものとする。

(5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の

調整を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする

株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。
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②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を

必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、予め書面によりその旨並びにその事

由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに

本新株予約権を保有する者に通知する。但し、本項第(2)号④に示される場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

６．行使価額が調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額は

増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得し

た本新株予約権を消却した場合は、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額

は減少する可能性がある。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、上記

１．に記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。  

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額

を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

 
③　第18回新株予約権（2017年９月25日発行）

議決年月日 2017年９月８日

新株予約権の数（個）※ 2,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　200,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 3,000　(注)３、５

新株予約権の行使期間　※ 2017年９月26日～2020年９月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　3,000
資本組入額　1,500

(注)７

新株予約権の行使の条件 ※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ －
 

 ※　当事業年度の末日（2018年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

(注) １．新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「割当株式数」という。)は100株とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的である株式の数を調整

するものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の

目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるもの

とする。
 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

　

その他、本新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議

により、合理的な範囲で本新株予約権の目的である株式の数を適宜調整するものとする。

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は行使価額(以下に定義する。)に割当株

式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

３．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の

価額(以下「行使価額」という。)は、当初、3,000円とする(以下「当初行使価額」という。)。但し、行使

価額は、下記５．に従い調整される。
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４．行使価額の修正

行使価額の修正は行わない。

５．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。
 

    既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

　

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合(但し、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)、調整後の行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設

けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当てにより当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当社普通株式の無償割当てをする

ときは当該割当ての効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合(無償割当ての場合を含む。)又は本項第(4)

号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当ての場合を含む。但し、当社又は関係会

社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。)の取締

役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。)、調整後の行使価額は、発行され

る取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初行使価

額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生

日)の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日

以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予

約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後

の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降、これを適用する。

④　本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号

①乃至③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。
 

 
株式数

 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

　

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使

価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差

し引いた額を使用する。

(4)①　行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号④の場合は基

準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

(当日付けで終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場

合は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の場合には、行使

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

有価証券報告書

35/97



価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられ

る当社普通株式数を含まないものとする。

(5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の

調整を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする

株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を

必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、予め書面によりその旨並びにその事

由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに

本新株予約権を保有する者に通知する。但し、本項第(2)号④に示される場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

６．行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額

の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した本新株予約権を消却した場合は、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

額の総額は減少する可能性がある。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、上記

１．に記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額

を減じた額を増加する資本準備金の額とする。
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④　第19回新株予約権（2017年９月25日発行）

決議年月日 2017年９月８日

新株予約権の数（個）※ 1,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　150,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 3,500　(注)３、４，５

新株予約権の行使期間　※ 2017年９月26日～2020年９月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　3,500
資本組入額　1,750

新株予約権の行使の条件　※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ －
 

 ※　当事業年度の末日（2018年９月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年11月30日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出

日の前月末現在に係る記載を省略しております。

(注) １．新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「割当株式数」という。)は100株とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により本新株予約権の目的である株式の数を調整

するものとする。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の

目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるもの

とする。
 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

　

その他、本新株予約権の目的である株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議

により、合理的な範囲で本新株予約権の目的である株式の数を適宜調整するものとする。

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は行使価額(以下に定義する。)に割当株

式数を乗じた額とする。但し、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

３．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の

価額(以下「行使価額」という。)は、当初、3,500円とする(以下「当初行使価額」という。)。但し、行使

価額は、下記４．又は５．に従い修正又は調整される。

４．行使価額の修正

当社は2017年９月25日以降、資金調達のため必要があるときは、当社取締役会の決議により行使価額の修正

を行うことができる。本項に基づき行使価額の修正が決議された場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権

者に通知するものとし、当該通知が行われた日の翌営業日以降、行使価額は、当該本新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の全額が入金された日を各行使請求の効力発生日(以下「修正日」という。)に、

修正日の直前の取引日(以下「算定基準日」という。)に定める本新株予約権の各行使請求の効力発生日の取

引所における当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の終値)の90％に相当す

る金額(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り捨てた額とする。以下「修正後行使価

額」という。)に修正される。なお、修正後行使価額の算出において、算定基準日に下記５．記載の行使価

額の調整事由が生じた場合は、当該算定基準日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値は当該事由

を勘案して調整されるものとする。但し、かかる修正後の行使価額が1,525円(以下「下限行使価額」とい

い、下記５．の規定を準用して調整される。)を下回ることとなる場合には行使価額は下限行使価額とす

る。

なお、以下に該当する場合には当社はかかる修正を行うことができない。

①　金融商品取引法第166条第２項に定める当社の業務等に関する重要事実であって同条第４項に従って公表

されていないものが存在する場合

②　下記10．前段に該当する場合
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５．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行済

普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。
 

    既発行
普通株式数

＋
交付普通株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時価

既発行普通株式数＋交付普通株式数
 

　

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

①　本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合(但し、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する

場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券若しくは

権利の請求又は行使による場合を除く。)、調整後の行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設

けられているときは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。)の翌日以降、また、募集のための株

主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

②　株式分割又は株式無償割当てにより当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がないとき及び株主(普通株主を除く。)に当社普通株式の無償割当てをする

ときは当該割当ての効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③　取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当

社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合(無償割当ての場合を含む。)又は本項第(4)

号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券若しくは権利を発行する場合(無償割当ての場合を含む。但し、当社又は関係会

社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。)の取締

役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。)、調整後の行使価額は、発行され

る取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当初行使価

額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出する

ものとし、払込期日(新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生

日)の翌日以降これを適用する。但し、その権利の割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日

以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予

約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後

の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権若しくは新株予約

権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式

が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降、これを適用する。

④　本号①乃至③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の

発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号

①乃至③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。
 

 
株式数

 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額)×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

　

この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

(3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる限

りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行使

価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差

し引いた額を使用する。

(4)①　行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日(但し、本項第(2)号④の場合は基

準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値

(当日付けで終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場

合は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第(2)号②の場合には、行使

価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割り当てられ

る当社普通株式数を含まないものとする。
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(5) 上記(2)の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の

調整を行う。

①　株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株

式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必

要とするとき。

③　行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、予め書面によりその旨並びにその事

由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに

本新株予約権を保有する者に通知する。但し、本項第(2)号④に示される場合その他適用の日の前日まで

に前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

６．行使価額が修正又は調整された場合には、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額

の総額は増加又は減少する可能性がある。本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した本新株予約権を消却した場合は、本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

額の総額は減少する可能性がある。

７．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本新株予約権の行使

に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に係る本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記

「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除した額とする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端

数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額

を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

８．本新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該、行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等の特質等は次のとおりであります。

(1) 本新株予約権の目的となる株式の総数は150,000株、割当株式数(上記１．に定義する。)は100株で確定し

ており、株価の上昇又は下落により行使価額(上記３．に定義する。)が修正されても変化しない(但し、

上記３．に記載の通り、調整されることがある。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が修正さ

れた場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

(2) 行使価額の修正基準

当社は2017年９月25日以降、資金調達のため必要があるときは、当社取締役会の決議により行使価額の修

正を行うことができる。かかる修正が決議された場合、当社は直ちにその旨を本新株予約権者に通知する

ものとし、当該通知が行われた日の翌営業日以降、本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請

求の効力発生日の直前取引日における当社普通株式の東京証券取引所における普通取引の終値(以下「終

値」という。)(同日に終値がない場合には、その直前の終値)の90％に相当する金額(１円未満の端数を切

り捨てる。)が、当該効力発生日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、当

該効力発生日以降、当該金額に修正される。

(3) 行使価額の修正頻度

当社が本項第(2)号に定める取締役会決議をした旨を本新株予約権者に通知した日の翌営業日以降、行使

の際に同項に記載の条件に該当する都度、修正される。

(4) 行使価額の下限

「下限行使価額」は、当初、1,525円とする。但し、上記５．に記載の規定を準用して調整される。

(5) 割当株式数の上限

150,000株

(6) 本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限

229,081,500円(本項第(4)号に記載の行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達

額。但し、本新株予約権の一部は行使されない可能性がある。)

９．自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件

当社は、本新株予約権の割当日以降、当社取締役会が本新株予約権を取得する日(以下「取得日」という。)

を定めたときは、取得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対する通知又は公告を当該取得日の１ヶ

月前までに行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権１個当たり221円の価額(対象となる本新

株予約権の個数を乗じて１円未満の端数を生じたときはこれを四捨五入する。)で、当該取得日に残存する

本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選そ

の他の合理的な方法により行うものとする。

10．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先と

の間で締結する予定の取決めの内容

当社はドイツ銀行ロンドン支店との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、以下の内容を含む

本買取契約を締結致します。ドイツ銀行ロンドン支店は、本買取契約に従って当社に対して本新株予約権の

行使に係る許可申請書(以下本項において、「行使許可申請書」といいます。)を提出し、これに対し当社が

書面(以下本項において、「行使許可書」といいます。)により本新株予約権の行使を許可した場合に限り、
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行使許可書の到達日から30営業日の期間(以下本項において、「行使許可期間」といいます。)に、行使許可

書に示された数量の範囲内でのみ本新株予約権を行使できます。なお、従前の行使許可申請に基づく行使許

可期間中に当該行使許可に係る本新株予約権の行使可能数が残存している場合には、ドイツ銀行ロンドン支

店は、当該期間の満了日(同日を含みます。)又は当該行使許可に係る本新株予約権の全部の行使を完了する

こととなる行使請求書を当社に提出したときから、新たな行使許可申請書を提出することができます。

行使許可申請書の提出がなされた場合に行使許可を行うかどうかは当社の裁量によって決定することができ

ます。当社は、行使許可申請書の提出がなされた時点の当社の事業環境や資金需要、株価水準等を総合的に

勘案し、行使許可を行うかどうかを判断致します。

なお、当社は、本新株予約権の割当日以降、当社取締役会が本新株予約権を取得する日を定めたときは、取

得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対する通知又は公告を当該取得日の１ヶ月前までに行うこと

により、取得日の到来をもって、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を発行価額と同額にて

取得することができます。但し、本新株予約権に関する行使許可期間中は、本新株予約権を取得することは

できません。

11．株券の売買に関する事項についての所有者との間の取り決めの内容

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

 
第４四半期会計期間
(2018年７月１日から
　2018年９月30日まで)

第26期
(2017年10月１日から
　2018年９月30日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

－ 2,760

当該期間の権利行使に係る交付株式数(株) － 276,000

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) － 1,555

当該期間の権利行使に係る資金調達額(千円) － 429,266

当該期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の
累計(個)

－ 2,760

当該期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式
数(株)

－ 276,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使
価額等(円)

－ 1,555

当該期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達
額(千円)

－ 429,266

 

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高(千円)

2018年４月13日
（注）１

204,900 4,575,800 174,984 738,884 174,984 323,805

2017年10月１日～
2018年９月30日
（注）２

276,000 4,851,800 215,005 953,890 215,005 538,811

 

(注)　１．有償第三者割当による増加であります。

割当先　KLab株式会社 発行価額　1,708円　　資本組入額　854円　

２．新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【所有者別状況】

 2018年９月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) － 1 20 22 23 7 4,283 4,356 －

所有株式数
(単元)

－ 425 4,861 12,885 1,138 122 29,064 48,495 2,300

所有株式数
の割合(％)

－ 0.88 10.02 26.57 2.35 0.25 59.93 100.00 －
 

(注) １．自己株式33株は、「単元未満株式の状況」に33株を含めて記載しております。

２．単元未満株式のみを有する単元未満株主は、168人であります。

 

(6) 【大株主の状況】

2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社セプテーニ・ホール
ディングス

東京都新宿区西新宿８丁目17番１号 1,041,500 21.47

ＫＬａｂ株式会社 東京都港区六本木６丁目10番１号 204,900 4.22

尾下　順治 東京都武蔵野市 165,300 3.41

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 126,300 2.60

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 116,800 2.41

株式会社ライブスター証券 東京都千代田区丸の内１丁目11番１号 86,300 1.78

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ
証券株式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号 48,590 1.00

高野　利亮 東京都渋谷区 46,400 0.96

CHASE MANHATTAN BANK GTS
CLIENTS ACCOUNT ESCROW
(常任代理人株式会社みずほ銀行
決済営業部)

５TH FLOOR,TRINITY TOWER ９,THOMAS MORE
STREET LONDON,E１W １YT,UNITED KINGDOM
(東京都港区港南２丁目15番１号)

44,600 0.92

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 42,500 0.88

計 － 1,923,190 39.64
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,849,500
 

48,495
完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

単元未満株式 普通株式 2,300
 

－ －

発行済株式総数 4,851,800 － －

総株主の議決権 － 48,495 －
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有

株式数
(株)

他人名義所有
株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －
 

(注)　当社は、単元未満自己株式33株を保有しております。

 
２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】  
普通株式  

 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －
     

保有自己株式数 33 － 33 －
 

 

３ 【配当政策】

当社は、事業拡大のための内部留保の充実を勘案しつつ、業績に応じた安定的な配当を行うことを利益配分に関す

る基本方針としております。

当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、配当の決定機関を取締役会としております。毎事業年度における配当

の回数は、期末配当の年１回を基本方針としておりますが、必要に応じた配当回数増加にも柔軟に対応出来るよう、

期末配当の他にも基準日を定めて配当を実施する事が出来る旨を定款に定めております。

当期(2018年９月期)の配当につきましては、業績を勘案し、収益基盤の確立に向けた適切な投資を行い、利益体質

を構築する必要性があると判断したことから、無配とさせて頂きました。

事業展開の状況を勘案し、安定的な収益確保ができたタイミングでの復配の実現を目指してまいります。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 2014年９月 2015年９月 2016年９月 2017年９月 2018年９月

最高(円) 4,420 6,240 4,710 2,346 2,180

最低(円) 490 817 586 900 925
 

(注)　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 2018年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,072 1,760 1,759 1,336 1,408 1,295

最低(円) 1,358 1,322 1,240 1,111 925 1,055
 

(注)　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性　６名　女性　－名　(役員のうち女性の比率－％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役

社長
－ 尾下　順治 1974年10月28日生

1998年４月 第二電電株式会社（現KDDI株式会社）

2001年７月 株式会社ネットジーン取締役

2005年６月 株式会社アイシーピー入社

2006年２月 ビットレイティングス株式会社(2007年６

月にエフルート株式会社に社名変更)取締

役

2007年11月 同社取締役副社長

2008年８月 同社代表取締役社長

2011年10月 当社代表取締役社長(現任)

(注)３ 165,300

取締役 － 佐藤　理一 1975年２月１日生

2005年９月 KLab株式会社入社

2009年12月 KLabGames株式会社(2010年８月にKLab株式

会社に吸収合併)取締役

2010年９月 KLab株式会社執行役員

2012年８月 メディアインクルーズ株式会社

(2014年４月にKLab株式会社に吸収合併)取

締役

2014年８月 innovating.jp株式会社取締役

2015年７月 株式会社TOKYO GIRLS COLLECTION

(現株式会社W TOKYO)取締役

2015年12月 当社取締役(現任)

(注)３ －

取締役 － 本間　広宣 1974年２月１日生

1996年４月 株式会社光通信入社

2000年２月 株式会社サイバー・メディア・マーケティ

ング代表取締役

2000年12月 株式会社日広取締役

2001年11月 株式会社モビィリード代表取締役

2010年４月 株式会社ディーツーコミュニケーションズ

（現株式会社D2C）入社

2013年２月 株式会社D2C R社外取締役（現任）

2014年２月 D2C China Co.,Ltd.董事（現任）

2015年６月 株式会社D2C dot社外取締役

2017年７月 株式会社D2C執行役員（現任）

2017年10月 株式会社カケザン社外取締役（現任）

2017年10月 株式会社Gushcloud Japan社外取締役（現

任）

2018年12月 当社取締役就任(現任)

(注)３ －

取締役

(常勤監査等

委員)

－ 川添　英孝 1942年２月４日生

2008年８月 エフルート株式会社(2011年10月に当社に

吸収合併)常勤監査役

2011年10月 当社顧問

2015年12月 当社常勤監査役

2018年12月 当社取締役（常勤監査等委員）就任（現

任）

(注)４ 1,900

取締役

(監査等委

員)

－ 長生　秀幸 1970年２月21日生

1995年４月 株式会社エイ・ジー・エス・コンサル

ティング(現　株式会社AGSコンサルティ

ング)入社(現任)

1998年６月 税理士登録

2008年２月 当社監査役

2008年12月 ＡＧＳ税理士法人社員(現任)

2018年12月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

(注)４ －

取締役

(監査等委

員)

－ 丸山　聡 1977年６月27日生

2007年４月 株式会社ネットエイジグループ（現ユナイ

テッド株式会社）入社

2013年１月 ベンチャーユナイテッド株式会社取締役

(現任)

2018年12月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

(注)４ 700

    計  167,900
 　
(注) １．2018年12月20日開催の定時株主総会において、定款の変更が決議されたことにより、当社は同日をもって監

査等委員会設置会社へ移行しました。

２．取締役 佐藤理一氏、本間広宣氏、長生秀幸氏、丸山聡氏は社外取締役であります。

３．取締役（監査等委員であるものを除く）の任期は、2018年12月20日開催の定時株主総会終結の時から、選任

後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査等委員である取締役の任期は、2018年12月20日開催の定時株主総会終結の時から、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、長期的な競争力の維持向上を図るため、コーポレート・ガバナンスの強化と充実が経営の重要課題と

認識しております。株主やパートナー企業等全てのステークホルダーに対する社会的責任を果たしつつ、効率経

営を推進し、高収益体質を目指して企業価値増大に努めております。

当社は、2018年12月20日開催の第26回定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行を内容とする定

款の変更が決議されたことにより、同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

この移行は、取締役会の監督機能をより一層強化し、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図るために

実施したものであります。

 

(2) 企業統治の体制

①　企業統治の体制の概要及び企業統治の体制を採用する理由

当社は2018年12月20日開催の第26回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査役会設置会社から監査等委員

会設置会社へ移行しており、株主総会、取締役会、監査等委員会、内部監査室といった機関を適切に機能さ

せ、企業として適法な運営を行っております。

取締役会は、本報告書提出日現在、監査等委員である取締役３名を含む計６名(うち、社外取締役４名)で構

成され、会社法で定められた事項及び当社の経営に関する重要事項等について審議・決定する機関とし、原則

として月１回開催しております。

監査等委員会は、独立役員１名を含んだ監査等委員である取締役３名(うち、社外取締役２名)で構成され、

監査計画に基づき監査を実施し、監査等委員会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時監査等委員会を開

催しております。また、監査等委員である取締役は、内部監査室及び会計監査人と定期的に会合を開催するこ

とにより、監査に必要な情報の共有化を図っております。

このように、当社の現状に即した体制をとることにより、経営の効率化、迅速化ならびに取締役の職務執行

の監督及び牽制機能を強化しており、適切なガバナンス体制が確保されていると判断しております。

 
当社のコーポレート・ガバナンスの状況を図示すると以下のとおりであります。
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②　内部統制システムの整備状況

当社では、「内部統制システム構築の基本方針」が制定され、業務全般における業務分掌規程及び職務権限

規程が整備されており、当該規程の定めに基づき各職位が明確な権限と責任をもって業務を遂行しておりま

す。

そして、業務の適切な運営と内部統制のチェック機能の徹底を図るために、内部監査は当社の内部統制上、

重要な役割であると認識しております。この内部監査を行う部門としては、内部監査室(担当１名)がその任に

当たり、監査結果は代表取締役及び監査等委員会並びに関係部署に報告されております。さらに被監査部門に

対しては監査結果を踏まえて改善指示を行い、その後は遅滞なく改善状況を報告させることにより内部統制シ

ステムを強固なものに改善し、内部監査の実効性を担保しております。

また、金融商品取引法における「内部統制報告制度」への対応を徹底するため、会計監査人との連携の下、

財務報告に係る適正な内部評価が行なえる体制を構築しております。当社は今後も同体制の維持に努めて参り

ます。

 

③　リスク管理体制の整備の状況

リスクマネジメント体制は、取締役が責任をもって構築しており、その運用状況については、監査等委員会

及び内部監査室が監査を行っております。また、コンプライアンス体制確立のため顧問弁護士、顧問司法書

士、顧問税理士等社外の専門家に必要に応じてアドバイスやチェックを依頼しております。

また、当社は情報セキュリティに関するリスクを恒常的に管理するため、既に当社が認証を受けている情報

セキュリティマネジメントシステムの継続的維持に努めております。そのため、取締役から最高情報セキュリ

ティ責任者(以下「CISO」といいます)を選任しております。当該CISOは、社内の適任者を選任の上、事務局を

組織し、当該事務局員とともに研修・監査を行い情報セキュリティマネジメントシステムの徹底を図っており

ます。

 

④　コンプライアンスの徹底

当社は、役職員に法令、定款、社内規程、行動規範及び社会倫理の遵守を徹底させるため、コンプライアン

ス委員会を組織しており、代表取締役が委員長を務めております。代表取締役は社内の適任者を選任の上、事

務局を組織し、事務局員に適時指示を行い、コンプライアンスを遵守する風土の醸成を図っております。そし

て、コンプライアンス事務局は全社のコンプライアンスプログラムの構築・維持・管理及びコンプライアンス

プログラムに関わる役職員への研修・監査を行い、コンプライアンスの啓蒙を図っております。

また、当社は企業の社会的責任を認識し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には、毅然と

した態度で対応し、警察当局、顧問弁護士等と協力・連携を図り一切の関係を排除します。
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⑤　役員の報酬等

ア．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の金額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
ストック
オプション

賞与

取締役
(社外取締役を除く。)

33,917 33,917 － － ２

監査役
(社外監査役を除く。)

6,300 6,300 － － １

社外役員 13,500 13,500 － － ３
 

(注) 上記の報酬等の総額は当事業年度に関するものであり、当社は、2018年12月20日開催の第26回定時株主総会にお

いて、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

 
イ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ウ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員報酬等の額の決定に関する方針を定めておりませんが、取締役（監査等委員であるものを除く。）

個々の報酬につきましては取締役会の決議、監査等委員である取締役個々の報酬につきましては監査等委員

会の協議によっております。

なお、監査等委員会設置会社への移行に伴い、2018年12月20日開催の第26回定時株主総会において、取締

役（監査等委員であるものを除く。）に対する報酬等限度額を年額200百万円以内（うち社外取締役20百万円

以内）、監査等委員である取締役に対する報酬等限度額を年額30百万円以内とする旨が決議されました。

 
⑥　社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

ア．社外取締役の員数

当社は、本報告書提出日現在において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名のうち２名、監

査等委員である取締役３名のうち２名を社外取締役として選任しております。

イ．社外取締役との人的関係

当社と、社外取締役個人との間において、特筆すべき人的関係はございません。社外取締役の重要な兼職

の状況は以下のとおりであります。

区分 氏名 重要な兼職の状況

非常勤 佐藤　理一 －

非常勤 本間　広宣 株式会社D2C　執行役員

非常勤 長生　秀幸 AGS税理士法人社員

非常勤 丸山　聡 －
 

ウ．資本的関係

特筆すべき事項はございません。

エ．取引関係

特筆すべき事項はございません。

オ．その他の利害関係について

特筆すべき事項はございません。
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⑦　社外取締役が企業統治において果たす機能及び役割

ア．佐藤理一　社外取締役

佐藤氏は、インターネットビジネスに関する豊富な経験及び企業経営に関する知見を有しております。こ

れらの経験や知見を活かし、経営に関する助言等を取締役会等で積極的に行い、当社の事業方針の決定等に

十分な役割を果たすことができるものと判断したため選任しております。

イ．本間広宣　社外取締役

本間氏は、広告ビジネスを扱う企業において要職を歴任してきた経歴を有しております。これらの経営的

立場での豊富なビジネス経験及び知見を活かし、当社の事業方針の決定等に十分な役割を果たすことができ

るものと判断したため選任しております。

ウ．長生秀幸　社外取締役

長生氏は、税理士資格を有しており、税務及び財務会計に関する相当程度の知見を有しております。ま

た、所属する株式会社ＡＧＳコンサルティングにおけるコンサルティング実務を通じて、税務・会計実務に

対する豊富な経験を有しております。当該知見及び経験を活かし、監査等委員である取締役として経営全般

の監視をお願いするとともに、取締役会における有効な助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナン

ス強化に寄与していただくため選任しております。

また、同取締役は一般株主と利益相反が生じる立場にないため、株式会社東京証券取引所の定める独立役

員として指定しております。

エ．丸山聡　社外取締役

丸山氏は、ベンチャーキャピタルにおける成長企業に対するアドバイザリー経験及び上場企業における経

営管理等、企業経営に関する幅広い見識と豊富な経験を有しております。当該知見及び経験を活かし、監査

等委員である取締役として経営全般の監視をお願いするとともに、取締役会における有効な助言を頂戴する

ことによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくため選任しております。

 
⑧　社外取締役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容、並びに社外取締役の選任

状況に関する当社の考え方

一義的には定めておりません。当社を取り巻く市況や事業環境、同業他社の動向、当社事業の進捗状況及び

組織の状況、その他総合的事情を勘案し、最適と思われる人材を選任しております。

これらを勘案し、当社は本報告書提出日時点における社外取締役の員数及び選任した人員について、適切で

あると判断しております。

 

⑨　内部監査及び監査等委員会監査の組織、人員及び手続き並びに内部監査、会計監査の相互連携

当社では、被監査部門より独立した内部監査室(担当１名)を設置しております。内部監査室では、当社及び

子会社に対するリスクを把握し、重要性・緊急性を勘案の上で策定した内部監査計画に基づき、適宜内部監査

を実施しております。内部監査結果については、代表取締役社長及び監査等委員会に報告し、監査対象部署の

業務管理体制等について広範に質疑応答を行い、監査に係る情報の提供を実施しております。

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名(うち、社外取締役２名)で構成され、１名の常勤監査等委員

を選任しております。監査等委員会は、監査計画に基づき監査を実施し、監査等委員会を毎月１回開催するほ

か、必要に応じて臨時監査等委員会を開催しております。また、監査等委員である取締役は、取締役会その他

重要な社内会議に出席し、取締役の職務執行について適宜意見を述べるとともに、内部監査室及び会計監査人

と定期的に会合を開催することにより、監査に必要な情報の共有化を図っております。

 
⑩　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は７名以内、監査等委員である取締役の員数は５

名以内とする旨を定款に定めております
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⑪　取締役の選任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、監査等委員である取締役と、それ以外の取締役とをそれぞれ区別して、

株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨、定款で定めております。

 
⑫　取締役の解任の決議要件

当社は取締役の解任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の過半数

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

 
⑬　取締役及び会計監査人の責任免除

当社は、取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠っ

たことによる取締役(取締役であった者を含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨定款で定めております。さらに当社は、同法第427条第１項の規定により、取締

役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び会計監査人との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任に

ついて法令が規定する額を限度とする契約を締結することができる旨定款に定めておりますが、本報告書提出

日現在、取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び会計監査人との間で責任限定契約を締結しており

ません。

 
⑭　株主総会の特別決議要件の変更

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款で定めており

ます。

これは、特別決議を機動的に行えるよう定足数を緩和し、株主総会の円滑な運営を目的としたものでありま

す。

 
⑮　自己株式の取得に関する要件

当社は、自己の株式の取得について、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を図るため、会社法第165

条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨、

定款で定めております。

 
⑯　剰余金の配当等の決定機関

当社は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項

については、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議により定める旨

定款に定めております。

当社の利益配当に関する基本方針は、「第４　提出会社の状況　３　配当政策」に記載のとおりでありま

す。また、当社取締役の任期が、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとしていることから、配当政策等の是非については、定時株主総会における取締役選任議案と

して審議・判断されるものと考えております。

 
⑰　株式の保有状況

ア．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的である銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

１銘柄 2,366千円
 

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式(但し非上場株式除く)の保有区分、銘柄、株式数、貸借

対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。

ウ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑱　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び提出会社の財務書類について連続して監査関連

業務を行っている場合における監査年数

業務を執行した公認会計士 所属する監査法人

柏木　忠
太陽有限責任監査法人

岩﨑　剛
 

(注)　当社の財務書類について７年超にわたり連続して監査関連業務を行っている公認会計士はおりませ

ん。

 
監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ６名

その他 ８名
 

 
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 19,000 － 21,000 －

連結子会社 － － － －

計 19,000 － 21,000 －
 

(注)　当社は監査公認会計士等との間の契約において、当社と当社子会社に対する監査の監査報酬の額を明確に区分

していないため、報酬についてはすべて提出会社のものとして記載しております。

 
② 【その他重要な報酬の内容】

(前連結会計年度)

該当事項はありません。

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度)

該当事項はありません。

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針といたしましては、当社の特性等から監査証明業務(内部

統制監査に係るものを含む。)に係る業務量を合理的に見積り、適切に決定しております。また、会社法第399条

に基づき、監査役会の同意を得た上で報酬を決定しております。

なお、2018年12月20日開催の第26回定時株主総会に基づき、同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置

会社へ移行しており、移行後は、監査等委員会の同意を得て決定いたします。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に基

づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2017年10月１日から2018年９月30日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2017年10月１日から2018年９月30日まで)の財務諸表について、太陽有限責任監査法

人により監査を受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

前々連結会計年度及び前々事業年度   新日本有限責任監査法人

前連結会計年度及び前事業年度   太陽有限責任監査法人

 

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の名称

①　就任する監査公認会計士等の名称

太陽有限責任監査法人

②　退任する監査公認会計士等の名称

新日本有限責任監査法人

 
(2) 異動の年月日　　 2016年12月20日

 
(3) 退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日　　 2015年12月16日

 
(4) 退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

 
(5) 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、2016年12月20日開催予定の第24回定時株主総会終結の時

をもって任期満了となります。これに伴い、太陽有限責任監査法人を新たな会計監査人として選任するものであ

ります。

 
(6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る異動する会計監査人の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、連結財務諸表を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、監査法人等が主催する研修会への参加を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2017年９月30日)

当連結会計年度
(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 969,303 740,878

  売掛金 274,860 391,480

  貯蔵品 2,161 5,272

  その他 65,718 69,501

  流動資産合計 1,312,043 1,207,132

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 58,140 58,140

    減価償却累計額 △16,502 △21,844

    建物（純額） 41,638 36,296

   工具、器具及び備品 27,185 28,016

    減価償却累計額 △15,083 △18,274

    工具、器具及び備品（純額） 12,102 9,741

   有形固定資産合計 53,740 46,038

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,336 334,684

   ソフトウエア仮勘定 202,733 303,871

   その他 80 80

   無形固定資産合計 204,150 638,636

  投資その他の資産   

   投資有価証券 57,845 54,971

   敷金及び保証金 54,871 49,918

   投資その他の資産合計 112,717 104,889

  固定資産合計 370,608 789,565

 資産合計 1,682,652 1,996,698
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2017年９月30日)

当連結会計年度
(2018年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 148,303 197,919

  1年内返済予定の長期借入金 33,000 164,750

  未払金 59,955 122,631

  未払費用 54,821 53,970

  未払法人税等 6,860 9,225

  賞与引当金 33,330 33,884

  その他 49,917 14,358

  流動負債合計 386,188 596,739

 固定負債   

  長期借入金 614,750 450,000

  固定負債合計 614,750 450,000

 負債合計 1,000,938 1,046,739

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 563,900 953,890

  資本剰余金 1,117,172 1,507,162

  利益剰余金 △1,001,201 △1,512,336

  自己株式 △25 △25

  株主資本合計 679,846 948,691

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △4,301 △2,782

  その他の包括利益累計額合計 △4,301 △2,782

 新株予約権 5,081 4,049

 非支配株主持分 1,087 －

 純資産合計 681,713 949,958

負債純資産合計 1,682,652 1,996,698
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 3,308,250 2,466,245

売上原価 2,779,389 2,210,685

売上総利益 528,861 255,560

販売費及び一般管理費 ※１  788,551 ※１  671,894

営業損失（△） △259,690 △416,334

営業外収益   

 受取利息 175 20

 為替差益 574 －

 保証金等返還益 2,009 －

 受取手数料 1,525 1,100

 還付加算金 524 －

 新株予約権戻入益 45 286

 その他 61 81

 営業外収益合計 4,916 1,488

営業外費用   

 支払利息 6,317 6,005

 支払手数料 2,577 442

 投資事業組合運用損 1,740 1,646

 新株予約権発行費 6,640 －

 新株発行費 － 3,868

 その他 174 22

 営業外費用合計 17,449 11,985

経常損失（△） △272,223 △426,831

特別損失   

 減損損失 － ※２  78,649

 投資有価証券評価損 34,886 2,748

 特別損失合計 34,886 81,397

税金等調整前当期純損失（△） △307,109 △508,228

法人税、住民税及び事業税 10,321 2,910

法人税等合計 10,321 2,910

当期純損失（△） △317,431 △511,139

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1,112 △3

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △316,318 △511,135
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【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

当期純損失（△） △317,431 △511,139

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,066 1,519

 その他の包括利益合計 ※  5,066 ※  1,519

包括利益 △312,364 △509,619

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △311,252 △509,616

 非支配株主に係る包括利益 △1,112 △3
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 563,900 1,117,172 △684,882 △25 996,165

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △316,318  △316,318

新株予約権の発行      

新株予約権の失効      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － － △316,318 － △316,318

当期末残高 563,900 1,117,172 △1,001,201 △25 679,846
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △9,368 △9,368 2,872 8,402 998,071

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
    △316,318

新株予約権の発行   2,254  2,254

新株予約権の失効   △45  △45

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
5,066 5,066  △7,315 △2,248

当期変動額合計 5,066 5,066 2,209 △7,315 △316,358

当期末残高 △4,301 △4,301 5,081 1,087 681,713
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当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 563,900 1,117,172 △1,001,201 △25 679,846

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
  △511,135  △511,135

新株の発行 174,984 174,984   349,969

新株の発行

（新株予約権の行使）
215,005 215,005   430,011

新株予約権の失効      

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 389,990 389,990 △511,135 － 268,844

当期末残高 953,890 1,507,162 △1,512,336 △25 948,691
 

 

 

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △4,301 △4,301 5,081 1,087 681,713

当期変動額      

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
    △511,135

新株の発行     349,969

新株の発行

（新株予約権の行使）
  △745  429,266

新株予約権の失効   △286  △286

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,519 1,519  △1,087 432

当期変動額合計 1,519 1,519 △1,031 △1,087 268,245

当期末残高 △2,782 △2,782 4,049 － 949,958
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純損失（△） △307,109 △508,228

 減価償却費 11,453 50,497

 のれん償却額 38,263 12,626

 賞与引当金の増減額（△は減少） 994 554

 受取利息及び受取配当金 △175 △20

 支払利息 6,317 6,005

 減損損失 － 78,649

 投資有価証券評価損益（△は益） 34,886 2,748

 売上債権の増減額（△は増加） 162,323 △116,619

 たな卸資産の増減額（△は増加） 105,685 △3,111

 仕入債務の増減額（△は減少） △71,260 60,260

 未払金の増減額（△は減少） △128,961 62,706

 その他 15,720 △26,849

 小計 △131,864 △380,780

 利息及び配当金の受取額 203 26

 利息の支払額 △6,297 △5,984

 法人税等の支払額 △10,035 △2,910

 法人税等の還付額 20,471 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー △127,522 △389,648

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △424,000 △6,000

 定期預金の払戻による収入 424,000 212,000

 有形固定資産の取得による支出 △19,690 △1,066

 無形固定資産の取得による支出 △176,903 △482,861

 敷金の差入による支出 △16,587 －

 敷金の回収による収入 89 －

 事業譲受による支出 － ※２  △100,000

 その他 13 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △213,079 △377,927

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △33,000 △33,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 429,266

 新株予約権の発行による収入 2,254 －

 株式の発行による収入 － 349,969

 非支配株主への払戻による支出 △6,117 △1,083

 財務活動によるキャッシュ・フロー △36,863 745,152

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,186 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △378,652 △22,424

現金及び現金同等物の期首残高 1,141,955 763,303

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  763,303 ※１  740,878
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　2社

連結子会社の名称

アクセルゲームスタジオ株式会社

アクセルゲームエンターテインメント株式会社

前連結会計年度まで連結子会社であったGame Creator Incubation有限責任事業組合は、当連結会計年度におい

て清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のないものは移動平均法による原価法によっております。

なお、投資事業組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

たな卸資産

仕掛品

個別法による原価法によっております。(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価の切下げの方法により算

定)

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。なお、主な耐用年数については下記のとおりであります。

建　　　　　　　物：８～18年

工具、器具及び備品：４～15年

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエアについては、当社の利用可能期間(２～５年)に基づいております。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案しております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しております。
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(4) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間(５年)にわたり、均等償却しております。

なお、当連結会計年度末における残高はありません。

 
(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

(会計方針の変更)

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号　

2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利確

定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号　2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従ってお

り、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引につい

ては、従来採用していた会計処理を継続しております。

 
(未適用の会計基準等)

１．税効果会計に係る会計基準の適用指針等

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2018年２月16日）

　

(1) 概要

　　　個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱いが見直され、また（分類１）に該当する

　　企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いの明確化が行われております。

　

(2) 適用予定日

　　2019年９月期の期首より適用予定であります。

　

(3) 当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

　
２．収益認識に関する会計基準等

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年３月30日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年３月30日）

　

(1) 概要

　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 

(2) 適用予定日

　2022年９月期の期首より適用予定であります。
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(3) 当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 
(表示方法の変更)

（連結損益計算書）

当社グループのゲーム事業やシステム開発部門に関して、提供中の事業やサービスに係る人件費等の諸費用を、

従来、販売費及び一般管理費として表示しておりましたが、当連結会計年度より売上原価として表示する方法に変

更いたしました。

　当社グループでは、前連結会計年度、ゲーム事業と広告事業の２事業を中心に事業を展開しつつ、新たな事業領

域として２事業の周辺領域への投資を強化、事業規模の拡大及び事業領域の拡充を図り、当連結会計年度から取り

組んできた新規サービス群をand Experience事業と定義し、新たな事業として開始をいたしました。

　当社グループの展開する事業やサービスが多角化したことを受け、事業やサービスに紐づく人件費等の諸費用の

管理体制や按分計算を見直し、売上高と対応する人件費等の諸費用を売上原価に含めることで、当社グループの売

上総利益、販売費及び一般管理費をより適正に表示するために行ったものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書において、販売費及び一般管理費に表示

していた456,293千円を売上原価に組み替えております。

 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「新株予約権戻入益」は、営業外収益の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた106千円は、

「新株予約権戻入益」45千円、「その他」61千円として組み替えております。

 
(追加情報)

(連結子会社の吸収合併)

当社は、2018年９月20日開催の取締役会において、2018年12月１日を効力発生日として、当社の完全子会社であ

るアクセルゲームスタジオ株式会社を吸収合併することを決議しております。

 １．企業結合の概要

(1)　結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　アクセルゲームスタジオ株式会社

事業の内容　ゲーム事業

 
(2)　企業結合日　2018年12月１日

 
(3)　企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、アクセルゲームスタジオ株式会社を消滅会社とする吸収合併

 
(4) 結合後企業の名称　

アクセルマーク株式会社

 
(5)　取引の概要に関する事項

アクセルゲームスタジオ株式会社は、当社グループ内においてゲームの企画・開発・運営等を主な業務として事

業展開を行っている当社の100%子会社であります。当社では、直近で他社との資本業務提携の締結や、仮想通貨及

びブロックチェーン技術を用いた事業への参入を行うなど、事業環境やその戦略は変化しており、事業環境の変化

に伴う経営資源の有効利用並びに柔軟な組織運営を図るため、同社を吸収合併することといたしました。

　

２．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2013年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2013年９月13日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理をいたします。
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(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

給与手当 186,850千円 195,594千円

広告宣伝費 193,020 105,533 

減価償却費 3,812 3,207 

のれん償却費 38,263 12,626 

賞与引当金繰入額 24,277 23,695 
 

 

※２　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

(1)　減損損失を認識した資産

場所 用途 種類

本社（東京都中野区） 事業用資産等
のれん

ソフトウエア
 

　

(2)　減損損失に至った経緯

and Experience事業の.yell plusに関連するのれん及びソフトウエアについて、当初想定していた収益が見込め

なくなったこと等から、当該事業に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額78,649千

円を減損損失として計上しております。

 
(3)　減損損失の金額

のれん 56,247千円

ソフトウエア 22,402千円

合計 78,649千円
 

 

(4)　資産のグルーピングの方法

当社グループは管理会計上の区分を最小の単位とし、グルーピングを行っております。

 
(5)　回収可能額の算定方法

なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、営業活動から生じる将来キャッシュ・フローがマイ

ナスであるため、回収可能価額はゼロとして算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

   

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 5,066千円 1,519千円

組替調整額 － －

税効果調整前 5,066 1,519

税効果額 － －

その他有価証券評価差額金 5,066 1,519

その他の包括利益合計 5,066 1,519
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式 4,370,900 － － 4,370,900

合計 4,370,900 － － 4,370,900

自己株式     

普通株式 33 － － 33

合計 33 － － 33
 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 

区分 新株予約権の内訳
新株予約権
の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

第12回新株予約権 － － － － － 136

第13回新株予約権 － － － － － 150

第14回新株予約権(注)１ － － － － － 741

第15回新株予約権(注)１ － － － － － 1,800

第16回新株予約権(注)２ 普通株式 － 300,000 － 300,000 810

第17回新株予約権(注)２ 普通株式 － 250,000 － 250,000 632

第18回新株予約権(注)２ 普通株式 － 200,000 － 200,000 480

第19回新株予約権(注)２ 普通株式 － 150,000 － 150,000 331

合計 － － － － － 5,081
 

(注) １．第14回及び第15回新株予約権は、権利行使期間の初日は到来しておりません。

　　 ２．第16回から第19回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

 
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式（注） 4,370,900 480,900 － 4,851,800

合計 4,370,900 480,900 － 4,851,800

自己株式     

普通株式 33 － － 33

合計 33 － － 33
 

(注)　普通株式の発行済株式数の増加480,900株は、有償第三者割当による増加204,900株、新株予約権の行使による

増加276,000株であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

 

区分 新株予約権の内訳
新株予約権
の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

第12回新株予約権 － － － － － －

第13回新株予約権 － － － － － －

第14回新株予約権 － － － － － 741

第15回新株予約権 － － － － － 1,800

第16回新株予約権(注) 普通株式 300,000 － 276,000 24,000 64

第17回新株予約権 普通株式 250,000 － － 250,000 632

第18回新株予約権 普通株式 200,000 － － 200,000 480

第19回新株予約権 普通株式 150,000 － － 150,000 331

合計 － － － － － 4,049
 

(注) 第16回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

現金及び預金勘定 969,303千円 740,878千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△206,000 － 

現金及び現金同等物 763,303 740,878 
 

 

※２　現金及び現金同等物を対価とする事業の譲受に係る資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

事業譲受に伴う資産及び負債の主な内訳並びに事業譲受による支出は次のとおりであります。　　　　　　

固定資産 33,087 千円

のれん 68,874  

流動負債 　△1,961  

事業譲受の対価 100,000  

差引：事業譲受による支出 100,000  
 

 　

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金運用については、預金等の安全性の高い金融資産で行い、投機的な取引は行わない方針であ

ります。また、資金調達については、資金計画に基づき銀行等金融機関からの借入や新株の発行等により資金を調

達しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与信管理規程に従

い、取引先毎に期日及び残高管理を行う体制としております。また、投資有価証券である株式は、四半期毎に発行

体の財務状況等の把握に努めております。

営業債務である買掛金及び未払金は、その大部分が３ヶ月以内の支払期日であります。当該債務については流動

性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成すること等の方法により管理しております。

借入金の使途は運転資金であり、金利の変動リスクに晒されています。長期借入金については金利の変動リスク

を回避するため固定金利により調達しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 

前連結会計年度(2017年９月30日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 969,303 969,303 －

(2) 売掛金 274,860 274,860 －

資産計 1,244,163 1,244,163 －

(1) 買掛金 148,303 148,303 －

(2) 未払金 59,955 59,955 －

(3) 長期借入金 647,750 649,351 1,601

負債計 856,008 857,610 1,601
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当連結会計年度(2018年９月30日)

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 740,878 740,878 －

(2) 売掛金 391,480 391,480 －

資産計 1,132,358 1,132,358 －

(1) 買掛金 197,919 197,919 －

(2) 未払金 122,631 122,631 －

(3) 長期借入金 614,750 614,352 △397

負債計 935,301 934,903 △397
 

 

(注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

前連結会計年度(2017年９月30日)

投資有価証券のうち、非上場株式(連結貸借対照表計上額5,114千円)、投資事業組合への出資(連結貸借対照

表計上額52,731千円)については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難なことから時価開示の

対象とはしておりません。当連結会計年度において、非上場株式について34,886千円の減損処理を行っており

ます。

 
当連結会計年度(2018年９月30日)

投資有価証券のうち、非上場株式（連結貸借対照表計上額2,366千円）、投資事業組合への出資（連結貸借

対照表計上額52,605千円）については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難なことから時価開

示の対象とはしておりません。

　　当連結会計年度において、非上場株式について2,748千円の減損処理を行っております。　
 

　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2017年９月30日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 968,897 － － －

売掛金 274,860 － － －

合計 1,243,757 － － －
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当連結会計年度(2018年９月30日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 740,594 － － －

売掛金 391,480 － － －

合計 1,132,074 － － －
 

　

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2017年９月30日)
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 33,000 164,750 300,000 150,000 － －

合計 33,000 164,750 300,000 150,000 － －
 

 
当連結会計年度(2018年９月30日)

 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 164,750 300,000 150,000 － － －

合計 164,750 300,000 150,000 － － －
 

　

(有価証券関係)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

該当事項はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

１．自社株式オプションに係る当初の資産計上額及び科目名

(単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

現金及び預金 － －
 

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

(単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

営業外収益(新株予約権戻入益) 45 286
 

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

該当事項はありません。
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 ４．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) 自社株式オプションの内容

 第12回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役　　１名
子会社の取締役　３名

自社株式オプションの数(注)１．２ 普通株式90,000株

付与日 2013年１月11日

権利確定条件

①　本新株予約権者は、アクセルマーク株式会社(以下「アクセルマーク」
という。)が金融商品取引法に基づき提出した2013年９月期乃至2017年
９月期の有価証券報告書に記載されたアクセルマーク連結損益計算書
における、いずれかの期の単年度連結営業利益(連結決算を行わなく
なった場合、取締役会の決議に基づき、アクセルマークの単体営業利
益に変更することができる。)が、７億円を超過している場合にのみ、
本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準
(IFRSs)の適用等により参照すべき営業利益等の概念に重要な変更が
あった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取
締役会にて合理的に定める。

②　本新株予約権者がアクセルマーク、アクセルマークの子会社又はアク
セルマークの関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も
喪失し、かつ、地位喪失後の権利行使期間が満了した場合、アクセル
マークは、取締役会で当該本新株予約権の権利行使を認めることがな
い旨の決議をすることができる。この場合においては、当該本新株予
約権は会社法第287条の定めに基づき消滅する。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
2013年１月11日から
2019年１月10日まで

 

 

 第13回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の従業員　　２名
子会社の取締役　１名

自社株式オプションの数(注)１ 普通株式50,000株

付与日 2015年１月16日

権利確定条件

①　本新株予約権者は、アクセルマーク株式会社(以下「アクセルマーク」
という。)が金融商品取引法に基づき提出した2015年９月期乃至2017年
９月期のいずれかの期の有価証券報告書に記載された報告セグメント
における、ゲーム事業のセグメント利益が、３億円を超過している場
合にのみ、本新株予約権を行使することができる。なお、連結財務諸
表における事業セグメントの変更等により、上記セグメント利益を参
照することが適切でないと取締役会が判断した場合には、当該利益と
実質的に同等なものとして別途参照すべき経営指標を取締役会にて合
理的に定める。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、アクセルマー
クまたはアクセルマーク関係会社の取締役、監査役または従業員であ
ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正
当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
2016年１月１日から
2019年１月15日まで
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 第14回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役　　３名
当社の監査役　　２名
当社の従業員　　８名

自社株式オプションの数(注)１ 普通株式131,000株

付与日 2016年５月23日

権利確定条件

①　本新株予約権者は、アクセルマーク株式会社(以下「アクセルマーク」
という。)が金融商品取引法に基づき提出した2017年９月期乃至2019年
９月期の有価証券報告書に記載されたアクセルマーク連結損益計算書
における、いずれかの期の単年度連結営業利益(連結決算を行わなく
なった場合、取締役会の決議に基づき、アクセルマークの単体営業利
益に変更することができる。)が、５億円を超過している場合にのみ、
本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準
(IFRSs)の適用等により参照すべき営業利益等の概念に重要な変更が
あった場合には、上記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取
締役会にて合理的に定める。

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、アクセルマー
クまたはアクセルマーク関係会社の取締役、監査役または従業員であ
ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正
当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
2017年12月31日から
2021年５月22日まで

 

　

 第15回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役　　２名

自社株式オプションの数(注)１ 普通株式300,000株

付与日 2016年５月23日

権利確定条件

①　割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品
取引所におけるアクセルマーク株式会社(以下「アクセルマーク」とい
う。)普通株式の普通取引終値が一度でも権利行使価額に20％を乗じた
価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権
を権利行使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないも
のとする。
ただし、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではない。

(ａ)アクセルマークの開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した
場合

(ｂ)アクセルマークが法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき
重要な事実を適正に開示していなかったことが判明した場合

(ｃ)アクセルマークが上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株
予約権発行日において前提とされていた事情に大きな変更が生じた
場合

(ｄ)その他、アクセルマークが新株予約権者の信頼を著しく害すると客
観的に認められる行為をなした場合

②　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、アクセルマー
クまたはアクセルマーク関係会社の取締役、監査役または従業員であ
ることを要する。ただし、上記①に該当する場合は、この限りではな
い。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
2017年12月31日から
2026年５月22日まで

 

(注) １．株式数に換算して記載しております。

２．2013年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。
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(2) 自社株式オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(2018年９月期)において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。

①　自社株式オプションの数

 

 
第12回

新株予約権
第13回

新株予約権
第14回

新株予約権
第15回

新株予約権

権利確定前(株)     

前連結会計年度末 65,000※ 10,000 123,500 300,000

付与 － － － －

失効 65,000 10,000 － －

権利確定 － － － 300,000

未確定残 － － 123,500 －

権利確定後(株)     

前連結会計年度末 － － － －

権利確定 － － － 300,000

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 － － － 300,000
 

※　2013年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。

 
②　単価情報

 

 
第12回

新株予約権
第13回

新株予約権
第14回

新株予約権
第15回

新株予約権

権利行使価格(円) 430※ 2,949 1,175 1,175

行使時平均株価(円) － － － －

公正な評価単価(付与日)(円) 210 1,500 600 600
 

※　2013年４月１日付で実施した株式分割の影響を調整しております。

 
５．自社株式オプションの公正な評価単価の見積方法

該当事項はありません。

 
６．自己株式オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

　

(追加情報)

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号　

2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有

償新株予約権を付与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた会計処理を

継続しております。　

 

１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要

　前述の「４．自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況」に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しております。なお、第12回、第13回、第14回、第15回新株予約権が権利確定条件付き有償新株予約権とな

ります。
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２．採用している会計処理の概要

（権利確定日以前の会計処理）

(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株予約権として

計上する。

　　(2) 新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定による失効に対応する部分を利益として計上する。

 

（権利確定日後の会計処理）

(3) 権利確定条件付き有償新株予約権が権利行使され、これに対して新株を発行した場合、新株予約権として計

上した額のうち、当該権利行使に対応する部分を払込資本に振り替える。

(4) 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約権として計上した額のうち、当該失効に対応する部分を利益

として計上する。この会計処理は、当該失効が確定した期に行う。
　　　
 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2017年９月30日)

 
当連結会計年度
(2018年９月30日)

繰延税金資産      

未払事業税及び事業所税 2,732千円  2,627千円

賞与引当金 10,285  10,375 

減価償却超過額 81,804  63,788 

減損損失 34,532  24,082 

投資有価証券評価損 10,682  11,523 

繰越欠損金 299,219  479,649 

その他 12,934  13,860 

繰延税金資産小計 452,190  605,907 

評価性引当額 △452,190  △605,907 

繰延税金資産合計 －  － 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度については、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略してお

ります。

 

(企業結合等関係)

（取得による企業結合）

１．企業結合の概要

(1)相手先企業の名称及び取得した事業内容

相手先企業の名称　：株式会社DMM.com

取得した事業の内容：有名人等とファンを結ぶコミュニケーションアプリの展開

　　　　　　　　　その他、上記に付随するサービス

　

(2)企業結合を行った主な理由

ゲーム事業で培ったフリーミアムモデルでのアプリ運用経験、ゲーム内やイベントにおける有名人とのタイアッ

プ企画の実施、また、イベントの企画や関連グッズの企画、製作、販売を行う「coscrea（コスクレア）」の展開な

ど、既存事業との高い事業シナジーを見込めることから、事業譲受に至りました。

　

(3)企業結合日

2017年11月１日
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(4)企業結合の法的形式

事業譲受

　

(5)結合後企業の名称

名称の変更はありません。

　

(6)取得企業を決定するに至った根拠

現金を対価とする事業譲受のためであります。

　

２．連結財務諸表に含まれる取得した事業の業績の期間

2017年11月１日～2018年９月30日まで

　

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金 100,000千円

取得の原価 100,000千円
 

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額　

該当事項はありません。

　

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生したのれんの金額　：68,874千円

(2)発生原因　　　　　　　：期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3)償却方法及び償却期間　：５年間にわたる均等償却

　

６．企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその主な内訳

固定資産 33,087千円

流動負債 1,961千円
 

　　

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の

概算額及びその算定方法

当連結会計年度における合理的な概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

　

(資産除去債務関係)

前連結会計年度(2017年９月30日)及び当連結会計年度(2018年９月30日)

該当事項はありません。

 

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(2017年９月30日)及び当連結会計年度(2018年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、事業領域別にセグメント構成し、「ゲーム事業」、「広告事業」、「and Experience事業」の３

つを報告セグメントとしております。各報告セグメントの事業の概要は以下のとおりであります。

 

事業区分 事業の概要

ゲーム事業 ・ゲームの企画・開発・運営等

広告事業 ・インターネット広告の企画・制作・運営等

and Experience事業 ・体験を軸としたサービスの提供等
 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は、概ね市場実

勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント

その他
(注１)

合計 調整額
連結

財務諸表
計上額ゲーム

事業
広告事業

and
Experienc

e
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 1,753,521 1,546,614 6,860 3,306,996 1,253 3,308,250 － 3,308,250

セグメント間の
内部売上高又は振替高

5 － 1,573 1,579 － 1,579 △1,579 －

計 1,753,527 1,546,614 8,434 3,308,575 1,253 3,309,829 △1,579 3,308,250

セグメント利益
又は損失(△)

△117,067 45,971 △42,516 △113,612 △16,137 △129,749 △129,940 △259,690

その他の項目         

減価償却費 659 3 － 663 13 676 10,776 11,453
 

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンテンツ事業や既存事業周辺

領域で展開する新規サービス群を含んでおります。

２　当社グループは、報告セグメントに資産を配分していないため、「セグメント資産」及び「有形固定資産及

び無形固定資産の増加額」の記載を省略しております。
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当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

  (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
連結

財務諸表
計上額ゲーム

事業
広告事業

and
Experienc

e
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 781,266 1,594,353 90,626 2,466,245 － 2,466,245 － 2,466,245

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ － 744 744 － 744 △744 －

計 781,266 1,594,353 91,370 2,466,989 － 2,466,989 △744 2,466,245

セグメント利益
又は損失(△)

△215,828 93,028 △157,872 △280,673 － △280,673 △135,660 △416,334

その他の項目         

減価償却費 30,663 89 10,685 41,438 － 41,438 9,058 50,497
 

(注)　当社グループは、報告セグメントに資産を配分していないため、「セグメント資産」及び「有形固定資産及び

無形固定資産の増加額」の記載を省略しております。

 
４．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

  (単位：千円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 △113,612 △280,673

「その他」の区分の利益又は損失 △16,137 －

全社費用(注) △129,940 △135,660

連結財務諸表の営業損失 △259,690 △416,334
 

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社管理費用等であります。

　

５．報告セグメントの変更等に関する事項

当連結会計年度より新たな報告セグメントを追加、当社グループの展開する事業やサービスが多角化したことを受

け、報告セグメントごとの業績をより適切に評価するため、主に一般管理費の按分計算等を見直し、報告セグメント

の利益又は損失の算定方法を変更しております。

また、当連結会計年度より「モバイルゲーム事業」を「ゲーム事業」にセグメント名称を変更し、新たに報告セグ

メントとして「and Experience事業」を追加しております。これらにより、報告セグメントを従来の「モバイルゲー

ム事業」「広告事業」の２区分から、「ゲーム事業」「広告事業」「and Experience事業」の３区分に変更しており

ます。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の利益又は損失の算定方法及び変更後の報告セグメントの区分

に基づき作成したものを開示しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ライブレボリューション 587,265 広告事業

Google Inc. 447,916 ゲーム事業

Apple Inc. 433,919 ゲーム事業

株式会社ディー・エヌ・エー 390,839 ゲーム事業
 

 
当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ライブレボリューション 379,354 広告事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

     (単位：千円)

 ゲーム事業 広告事業
and Experience

事業
全社・消去 合計

減損損失 － － 78,649 － 78,649
 

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

    (単位：千円)

 ゲーム事業 広告事業
and Experience

事業
全社・消去 合計

当期償却額 38,263 － － － 38,263

当期末残高 － － － － －
 

 
当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

    (単位：千円)

 ゲーム事業 広告事業
and Experience

事業
全社・消去 合計

当期償却額 － － 12,626 － 12,626

当期末残高 － － － － －
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

(ウ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

 
(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 
(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 
(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 
(ウ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

該当事項はありません。

 
 

(エ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

 
(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

 
(開示対象特別目的会社関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

１株当たり純資産額 154.56円 194.96円

１株当たり当期純損失金額(△) △72.37円 △111.76円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

－ －
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失

金額であるため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度
(2017年９月30日)

当連結会計年度
(2018年９月30日)

純資産の部の合計額(千円) 681,713 949,958

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 6,168 4,049

(うち新株予約権(千円)) (5,081) (4,049)

(うち非支配株主持分(千円)) (1,087) ( － )

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 675,554 945,909

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(株)

4,370,867 4,851,767
 

３．１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。
 

 
前連結会計年度

(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当連結会計年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

１株当たり当期純損失金額(△)   

親会社株主に帰属する当期純損失金額(△)(千円) △316,318 △511,135

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純損失金額(△)(千円)

△316,318 △511,135

期中平均株式数(株) 4,370,867 4,573,313

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －
 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 33,000 164,750 0.95 －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

614,750 450,000 0.95    2019年～2021年

合計 647,750 614,750 － －
 

(注) １．平均利率は、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。
 

区分
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 300,000 150,000 － －
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 613,282 1,177,984 1,676,512 2,466,245

税金等調整前四半期
(当期)純損失(△)

(千円) △70,391 △189,748 △310,707 △508,228

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失
(△)

(千円) △71,118 △191,200 △312,885 △511,135

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △16.25 △43.61 △69.85 △111.76

 

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純損失(△)

(円) △16.25 △27.35 △26.05 △40.86
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2017年９月30日)
当事業年度

(2018年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 868,963 581,937

  売掛金 ※２  207,767 ※２  217,226

  貯蔵品 1,452 4,901

  前払費用 19,006 19,953

  短期貸付金 ※２  630,000 ※２  100,000

  立替金 ※２  44,512 ※２  544,113

  未収入金 ※２  89,199 ※２  91,241

  その他 ― 1,165

  流動資産合計 1,860,901 1,560,539

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 41,638 36,296

   工具、器具及び備品 11,298 8,927

   有形固定資産合計 52,936 45,223

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,096 3,412

   その他 80 80

   無形固定資産合計 1,177 3,492

  投資その他の資産   

   投資有価証券 57,845 54,971

   関係会社株式 88,383 88,383

   関係会社出資金 19,347 ―

   敷金及び保証金 54,836 49,883

   投資その他の資産合計 220,413 193,238

  固定資産合計 274,526 241,955

 資産合計 2,135,427 1,802,494
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2017年９月30日)
当事業年度

(2018年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※２  225,484 ※２  182,835

  1年内返済予定の長期借入金 33,000 164,750

  未払金 ※２  38,646 ※２  33,668

  未払費用 52,116 51,201

  未払法人税等 6,240 8,604

  前受金 6,580 9,689

  預り金 4,455 4,457

  賞与引当金 15,140 15,881

  その他 8,177 ―

  流動負債合計 389,841 471,087

 固定負債   

  長期借入金 614,750 450,000

  固定負債合計 614,750 450,000

 負債合計 1,004,591 921,087

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 563,900 953,890

  資本剰余金   

   資本準備金 148,821 538,811

   その他資本剰余金 967,948 967,948

   資本剰余金合計 1,116,770 1,506,760

  利益剰余金   

   利益準備金 396 396

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △550,983 △1,580,881

   利益剰余金合計 △550,587 △1,580,485

  自己株式 △25 △25

  株主資本合計 1,130,057 880,139

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △4,301 △2,782

  評価・換算差額等合計 △4,301 △2,782

 新株予約権 5,081 4,049

 純資産合計 1,130,836 881,407

負債純資産合計 2,135,427 1,802,494
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2016年10月１日
　至　2017年９月30日)

当事業年度
(自　2017年10月１日
　至　2018年９月30日)

売上高 ※１  3,093,074 ※１  2,268,577

売上原価 ※１  2,757,160 ※１  1,965,614

売上総利益 335,913 302,962

販売費及び一般管理費 ※１,※２  408,092 ※１,※２  464,900

営業損失（△） △72,178 △161,937

営業外収益   

 受取利息 ※１  3,170 ※１  4,508

 保証金等返還益 2,009 ―

 受取手数料 1,525 1,100

 有限責任事業組合運用益 ― 1,853

 その他 137 296

 営業外収益合計 6,843 7,758

営業外費用   

 支払利息 6,317 6,005

 支払手数料 2,577 442

 有限責任事業組合運用損 5,253 ―

 投資事業組合運用損 1,740 1,646

 新株予約権発行費 6,640 3,868

 その他 266 114

 営業外費用合計 22,795 12,076

経常損失（△） △88,130 △166,256

特別損失   

 減損損失 ― 78,649

 投資有価証券評価損 34,886 2,748

 関係会社債権放棄損 ― 780,000

 特別損失合計 34,886 861,397

税引前当期純損失（△） △123,016 △1,027,653

法人税、住民税及び事業税 2,253 2,243

法人税等合計 2,253 2,243

当期純損失（△） △125,269 △1,029,897
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当事業年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　制作原価  2,716,024 98.5 1,910,711 97.2

Ⅱ　労務費  33,283 1.2 44,805 2.3

Ⅲ　経費  7,853 0.3 10,098 0.5

当期総費用  2,757,160 100.0 1,965,614 100.0

期首仕掛品たな卸高  －  －  

合計  2,757,160  1,965,614  

期末仕掛品たな卸高  －  －  

当期売上原価  2,757,160  1,965,614  
 

(注)　原価計算の方法は個別原価計算によっております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2016年10月１日　至　2017年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 563,900 148,821 967,948 1,116,770 396 △425,714 △425,318 △25 1,255,326

当期変動額          

当期純損失（△）      △125,269 △125,269  △125,269

新株予約権の発行          

新株予約権の失効          

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △125,269 △125,269 ― △125,269

当期末残高 563,900 148,821 967,948 1,116,770 396 △550,983 △550,587 △25 1,130,057
 

 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △9,368 △9,368 2,872 1,248,830

当期変動額     

当期純損失（△）    △125,269

新株予約権の発行   2,254 2,254

新株予約権の失効   △45 △45

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
5,066 5,066  5,066

当期変動額合計 5,066 5,066 2,209 △117,993

当期末残高 △4,301 △4,301 5,081 1,130,836
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当事業年度(自　2017年10月１日　至　2018年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 563,900 148,821 967,948 1,116,770 396 △550,983 △550,587 △25 1,130,057

当期変動額          

当期純損失（△）      △1,029,897 △1,029,897  △1,029,897

新株の発行 174,984 174,984  174,984     349,969

新株の発行

（新株予約権の行使）
215,005 215,005  215,005     430,011

新株予約権の失効          

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 389,990 389,990 - 389,990 - △1,029,897 △1,029,897 - △249,917

当期末残高 953,890 538,811 967,948 1,506,760 396 △1,580,881 △1,580,485 △25 880,139
 

 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △4,301 △4,301 5,081 1,130,836

当期変動額     

当期純損失（△）    △1,029,897

新株の発行    349,969

新株の発行

（新株予約権の行使）
  △745 429,266

新株予約権の失効   △286 △286

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,519 1,519  1,519

当期変動額合計 1,519 1,519 △1,031 △249,429

当期末残高 △2,782 △2,782 4,049 881,407
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【注記事項】

(重要な会計方針)

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のないものは移動平均法による原価法によっております。

なお、投資事業組合等への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

 

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。なお、主な耐用年数については下記のとおりであります。

建　　　　　　　物：８年～18年

工具、器具及び備品：４年～15年

②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエアについては、当社の利用可能期間(５年)に基づいております。

 
(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案しております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期期間対応額を計上しております。

 
(4) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

当社は、連結納税制度を適用しております。

 
(会計方針の変更)

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号　

2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利

確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号　2005年12月27日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従って

おり、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した取引に

ついては、従来採用していた会計処理を継続しております。
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(表示方法の変更)

（損益計算書及び売上原価明細書）

当社グループのゲーム事業やシステム開発部門に関して、提供中の事業やサービスに係る人件費等の諸費用を、

従来、販売費及び一般管理費として表示しておりましたが、当事業年度より売上原価として表示する方法に変更い

たしました。

当社グループでは、前事業年度、ゲーム事業と広告事業の２事業を中心に事業を展開しつつ、新たな事業領域と

して２事業の周辺領域への投資を強化、事業規模の拡大及び事業領域の拡充を図り、当事業年度から取り組んでき

た新規サービス群をand Experience事業と定義し、新たな事業として開始をいたしました。

当社グループの展開する事業やサービスが多角化したことを受け、事業やサービスに紐づく人件費等の諸費用の

管理体制や按分計算を見直し、売上高と対応する人件費等の諸費用を売上原価に含めることで、当社グループの売

上総利益、販売費及び一般管理費をより適正に表示するために行ったものであります。

　この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の損益計算書において、販売費及び一般管理費に表示してい

た41,136千円を売上原価に組み替えております。

また、前事業年度の売上原価明細書については、損益計算書の組替に伴い販売費及び一般管理費から組み替えた

41,136千円を労務費33,283千円、経費7,853千円として表示しております。

 
(追加情報)

（連結子会社の吸収合併）

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載し

ているため、注記を省略しております。

　

(従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実務対応報告第36号　

2018年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有

償新株予約権を付与した取引については、実務対応報告第36号第10項(3)に基づいて、従来採用していた会計処理を

継続しております。　
　
１．権利確定条件付き有償新株予約権の概要

　「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（ストック・オプション等関係）」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。なお、第12回、第13回、第14回、第15回新株予約

権が権利確定条件付き有償新株予約権となります。
　
２．採用している会計処理の概要

（権利確定日以前の会計処理）

(1) 権利確定条件付き有償新株予約権の付与に伴う従業員等からの払込金額を、純資産の部に新株予約権として

計上する。

　　(2) 新株予約権として計上した払込金額は、権利不確定による失効に対応する部分を利益として計上する。
 

（権利確定日後の会計処理）

(3) 権利確定条件付き有償新株予約権が権利行使され、これに対して新株を発行した場合、新株予約権として計

上した額のうち、当該権利行使に対応する部分を払込資本に振り替える。

(4) 権利不行使による失効が生じた場合、新株予約権として計上した額のうち、当該失効に対応する部分を利益

として計上する。この会計処理は、当該失効が確定した期に行う。
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(貸借対照表関係)

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基

づく事業年度末の借入未実行の残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2017年９月30日)
当事業年度

(2018年９月30日)

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － － 

差引額 100,000 100,000 
 

 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分掲記されたもの以外で、当該関係会社に対する金銭債権及び金銭債務の金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2017年９月30日)
当事業年度

(2018年９月30日)

短期金銭債権 781,444千円 775,560千円

短期金銭債務 112,969千円 53,820千円
 

 

(損益計算書関係)

※１．関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当事業年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

営業取引の取引高 1,574,886千円 641,948千円

営業取引以外の取引高 863,064千円 1,034,490千円
 

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度1.3％、当事業年度3.7％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度98.7％、当事業年度96.3％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2016年10月１日
至　2017年９月30日)

当事業年度
(自　2017年10月１日
至　2018年９月30日)

役員報酬 54,258千円 53,717千円

給料手当 179,476 192,787 

減価償却費 2,117 2,085 

賞与引当金繰入額 25,962 26,254 
 

　

(有価証券関係)

前事業年度(2017年９月30日)

関係会社株式(貸借対照表計上額88,383千円)及び関係会社出資金(貸借対照表計上額19,347千円)は、市場価値が無

く、時価を把握することが極めて困難なことから時価開示の対象とはしておりません。

　

当事業年度(2018年９月30日)

関係会社株式(貸借対照表計上額88,383千円)は、市場価値が無く、時価を把握することが極めて困難なことから時

価開示の対象とはしておりません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2017年９月30日)
 

当事業年度
(2018年９月30日)

繰延税金資産      

繰越欠損金 138,621千円  222,593千円

賞与引当金 4,672  4,862 

減損損失 34,532  24,082 

投資有価証券評価損 10,682  11,523 

関係会社株式評価損 3,062  3,062 

未払事業税及び事業所税 2,459  2,378 

その他 6,698  7,008 

繰延税金資産小計 200,727  275,510 

評価性引当額 △200,727  △275,510 

繰延税金資産合計 －  － 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度については、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 
(企業結合等関係)

　連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産 建物 41,638 － － 5,341 36,296 21,844

 
工具、器具
及び備品

11,298 1,066 0 3,437 8,927 16,542

 計 52,936 1,066 0 8,778 45,223 38,386

無形固定資産 のれん － 68,874
56,247

(56,247)
12,626 － －

 ソフトウエア 1,096 35,772
22,402

(22,402)
11,054 3,412 －

 その他 80 － － － 80 －

 計 1,177 104,646
78,649

(78,649)
23,681 3,492 －

 

　（注）「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上であります。

 
【引当金明細表】

(単位：千円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 15,140 15,881 15,140 15,881
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 12月中

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日 ９月30日及び３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －－－－－－－－－－－－

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行います。但し、電子公告を行うことができない事故その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。

なお、電子公告は当社ホームページに掲載し、そのアドレスは次のとおりです。

https://www.axelmark.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

①　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第25期)(自2016年10月１日　至2017年９月30日)2017年12月19日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2017年12月20日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

①　(第26期第１四半期)(自2017年10月１日　至2017年12月31日)2018年２月９日関東財務局長に提出。

②　(第26期第２四半期)(自2018年１月１日　至2018年３月31日)2018年５月11日関東財務局長に提出。

③　(第26期第３四半期)(自2018年４月１日　至2018年６月30日)2018年８月10日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書

2017年12月21日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書

2018年６月22日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号、第７号の３及び第12号（当社の特定子会社かつ完全子

会社であるアクセルゲームスタジオ株式会社の当社への吸収合併）の規定に基づく臨時報告書

2018年９月20日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象)の規定に基づく臨時報告書

2018年11月13日関東財務局長に提出。

 
(5）有価証券届出書及びその添付書類

有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類

2018年３月28日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

2018年12月20日

アクセルマーク株式会社

取締役会　御中

　

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柏　木　　忠 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　﨑　　剛 印

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアクセルマーク株式会社の2017年10月１日から2018年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ア

クセルマーク株式会社及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アクセルマーク株式会社の

2018年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、アクセルマーク株式会社が2018年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

2018年12月20日

アクセルマーク株式会社

取締役会　御中

　

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柏　木　　忠 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　﨑　　剛 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアクセルマーク株式会社の2017年10月１日から2018年９月30日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アクセ

ルマーク株式会社の2018年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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